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要   約 
 

 基礎教育の重要性に応えるため、近年、日本は学校建設協力を積極的に行うようになっている。

そのなかで1990年代に入って大きな伸びを示しているのは、西アフリカ地域の小学校建設である。

フランス語圏アフリカ諸国では技術協力の実施が遅れていることからも、小学校建設が基礎教育

分野での協力の代表的なものとなっている。 

 協力の中心は教室建設であるが、教育効果をあげるためにトイレなどの付帯施設についても積

極的に協力を行っている。最近の協力では、女子教育促進や公衆衛生用教材などを整備し、教育

的なニーズに応えるための努力も行ってきている。 

 建設された教室の質が優れている反面、他の援助機関の協力と比べて日本の協力はコストが高

い。この建設コストは年を追うごとに改善されているものの、セクター投資計画や援助機関調整・

協調が進む傾向にあるなかで、他援助機関の協力により建設された類似の施設との間にまだかな

りの建設コストの差を有している現状では、今後容認されなくなる可能性もある。これまで行わ

れてきたようなコスト削減のための努力が今後も続けられることが望まれる。 

 セネガルでは、第一次で建設された施設を中心に現地調査を行った。施設の使用状況について、

これらの施設は目的どおり小学校教育に活用されており、初等教育の学習環境の改善に貢献して

いたといえる。施設の保守管理には不適切な点がみられる学校も一部あった。しかし、その後の

同国への協力では、施設の保守管理用備品やマニュアルなども配布されており、改善が見込まれ

る。 

 日本が協力した学校とNGOが協力した学校を比較すると、後者が教科書や学用品を廉価で販

売・貸し出しするなどの協力を行っており、学習到達度にも違いがみられた。日本の協力でも、

相手国側が責任を持ってソフト面での活動をするような仕組みを工夫する、または、協力内容に

ソフト的な要素を組み込んでいく必要があると思われる。近年の日本の協力では住民集会などを

組み込んで住民参加を促しているが、このような努力が今後さらに充実されていくことが望まれ

る。 

 セネガルの現地調査から、日本が教室建設を行い教育環境の改善を通じ就学機会の拡充を行っ

たことはセネガル教育省関係者・地域住民からも高く評価されていることを確認したが、学校の

建築は教育開発の一部にすぎない。真の教育開発とは住民の意識改革までも含む総合的・長期的

な営みである。無償資金協力である本件では、長期的な取り組みの基本となるベースラインデー

タの収集や、協力する学校の選択の妥当性の検証が必ずしも明確になされておらず、案件の効果

が計れない。さらに、長期的な初等教育の拡充や、充実のための施策を考慮した案件立案がなさ

れていないため、内部効率の改善などの重要な課題が手つかずのまま残る結果になっている。 

 本調査では、西アフリカ地域の小学校建設に対して、１）ハード・ソフト面を組み合わせた協
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力、２）住民参加の促進、３）現地中小建設業者の積極的活用、４）適正な評価の実施、５）長

期的な視野での戦略的な実施、６）中長期的な視野での日本の協力スキームの見直し、を提言と

してまとめた。 

 日本の小学校建設をめぐる協力は、初期のものに比べて建設コストが下がり、協力内容にも工

夫がなされてきている。このように、現行制度のなかでの改善をさらに進めることが望まれる。

さらに、基礎教育に関しては特例をつくり、これまでより柔軟な実施形態で協力できるようにす

ることなども、長期的な視野で考えていくべきであろう。 

 これまで数多くの協力を行ってきた小学校建設であるが、これまでの実績をまとめて今後の活

動に活かしていくことが必要であると思われる。本報告書もその一助となることが望まれる。協

力要請が現在でも数多く出されている小学校建設を戦略的に進めるために、西アフリカ地域全体

での教育ニーズや建設事情などの調査を行って、より効果的・効率的な協力が行われることが期

待される。 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 特定テーマ評価調査の目的 

 特定テーマ評価調査は、セクターや事業形態などのテーマを設定し、そのテーマに基づいた横

断的な視点から複数案件を評価し、個別案件の評価にとどまらず当該セクターに特有な問題点・

課題などを整理して、その結果を当該セクターにおける案件形成や今後の事業実施の改善の参考

とすることを目的としている。 

 具体的には、選定したテーマに基づいて複数の案件を選択し、文献調査および現地調査を実施

してこれまでの協力を整理し、評価５項目（案件の妥当性／目標達成度／効率性／効果／自立発

展性）に沿った分析を行う。そして効果が発現することを促した要因、あるいは効果の発現を妨

げた要因を抽出し、今後のための教訓・提言を導き出す。 

 

１－２ 本件評価調査の背景・経緯 

 国際社会においては21世紀を目前にした現在、これまでの開発と援助について振り返り、活発

な議論が行われている。その前提となっているのは、第一に、途上国のなかにおいても貧富の格

差が広がっている現状を前に、絶対的な貧困を軽減し、途上国自身が持続的な開発を選択・実施

していく力をつける必要性に対する認識がこれまで以上に強まっていること、第二に、膨大な開

発ニーズに対し飛躍的に増加することが望めないリソースを効率的に配分するため、これまでの

ように投入量を重視するのではなく、どれほどの成果を生み出したかを重視し評価する援助国側・

被援助国側の姿勢の変化である。 

 この流れのなかで、途上国自身の持続的な開発と自立発展の基盤は教育の普及と人材養成であ

るとして、近年教育援助の重要性が認識されてきており、DAC新開発戦略においても「基礎教育

の普及」が目標のひとつにあげられている。わが国はこれまで「人造り」の観点から職業訓練・

高等教育への援助を数多く行っており、この分野においては経験と実績を積んでいる。しかし特

に最貧国において最大の課題となっている初等教育分野（初等教育の完全普及および質の向上）

においては、その重要性を認めながらいまだ試行錯誤の状態といえる。 

 日本が初等教育援助の一環としてこれまで最も積極的に行ってきたのは無償資金協力による学

校建設であり、アフリカ・アジア・大洋州・中南米で実績がある。そのうち、アフリカではザン

ビアにおける中学校建設２案件（E／N締結が1985、1986年および1989、1990年）から始まって、

セネガル・ギニア・ジブティ・ニジェール・象牙海岸・ブルキナ＝ファソ・ベナンにおいて学校

建設を実施（そのうちのほとんどが小学校建設）しているうえに、モーリタニア・マダガスカル・

マリ・ギニア＝ビサオ・カメルーンなどのアフリカ諸国おいて、小学校建設にかかる事前調査あ

るいは基本設計調査が行われている。このようにアフリカは日本の学校建設の実績のなかで近年
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大きな伸びをみせており、1997年の実績では、国数では最多を占めている。また協力実績のある

アフリカ10カ国のうち、９カ国が西アフリカ諸国となっている。西アフリカ諸国ではまだ教育イ

ンフラの整備が遅れており、初等教育の普及に多くの資源を必要としていることから、今後も同

地域での初等教育に対する援助要請が増加することは確実であり、その中心は学校建設の案件で

あることが予想される。 

 以上の状況にかんがみ、これまでの事業実績および今後の実施予定案件が多数ある西アフリカ

地域の無償資金協力による初等教育援助について整理し、これらの援助が同地域の初等教育普及

に与えたインパクトを評価・検討することは非常に重要であると判断される。また、これまでの

主要な協力形態である無償資金協力案件をケースとして評価を行うことは、無償資金協力にとど

まらず今後のJICAの初等教育援助への取り組み方を議論するうえで、有益な情報を幅広く提供し

得ると思われる。以上を踏まえ、西アフリカ地域における過去の無償資金協力案件の効果発現要

因・効果発現阻害要因を抽出して教訓・提言を導き出し、今後の初等教育援助の議論に有効なフ

ィードバックを行うことを目的として、本評価調査は計画された。 

 

１－３ 評価対象国および対象案件について 

 限られた日数の現地調査と現地調査でカバーすべき項目が多岐にわたることを考慮し、評価結

果の精度を確保するために、調査対象国はセネガル１カ国とした。セネガルを対象とする理由は

以下のとおりであり、西アフリカ各国に共通する教訓・提言を効果的に引き出せる可能性が高い。 

  1) 完工後、事業の効果がある程度現れる期間がすでに経過している案件が存在する。 

  2) フェーズを追うごとに施工単価低減・住民参加・地方展開などの工夫を行っており、この

経過を追って調査することで比較検討ができる。 

  3) 都市部と地方（農村部）の比較が可能である。 

  4) 在外事務所がありかつ同事務所は周辺５カ国も兼轄することから、同事務所と調査実施の

プロセスおよび成果を共有することにより、フィードバックを有効に活用することが期待できる。

 

ただし、可能な限り他の西アフリカ諸国への提言も導き出せるよう、ギニア・ニジェール・象

牙海岸などの他の西アフリカ諸国での実績も国内作業により分析を行った。 

 

 具体的な評価対象案件は次の表のとおり。 

E／N E／N額（億円） 所在地 完工 協力内容 

1991年12月 8.49 ダカール市 1992年12月 
20校（42棟、94教室）、校長室、倉庫、
机・椅子などの機材 

1992年６月 7.80 ダカール州 1993年10月 
24校（39棟、92教室）、校長室、机・
椅子などの機材 
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教育効果分析担当継続調査 

月日(曜日) 日程 

2月11日(水) CIDA・UNICEF協議／ダカール州各IDENでデータ収集 

 12日(木) サンルイCIDAサイト校でインタビュー調査、担当IDENでデータ収集 

 13日(金) 同上 

 14日(土) 資料整理 

 15日(日) 教育省初等教育局（DEPEE ）でデータ収集 

 16日(月) ダカール州調査対象校補足調査(５校)、経済財務計画省統計局でデータ収集 

 17日(火) DEPEE 、ダカール州IDENでデータ収集 、UNDP協議 

 18日(水) JICAセネガル事務所、教育省報告、UNESCO協議     (23:00：ダカール発) 

 

１－５ 評価調査団員 

＜日本側発調査団＞ 

(1) 横関祐見子（JICA国際協力専門員）：団長/総括 

本評価調査の団長として現地調査を行い、評価結果の総括を担当する。 

(2) 澤村信英（広島大学教育開発国際協力研究センター助教授）：教育政策分析 

上記２案件につき、教育政策・制度面の視点から評価調査に参加し、評価結果の取りま

とめを行う。 

(3) 三浦浩子（アイ・シー・ネット㈱）：教育効果分析 

西アフリカにおけるJICAの小学校建設の協力の実績を評価する。またセネガルの初等教

育を取りまく現状について分析を行い、日本の小学校建設が及ぼした効果を教育到達度の

視点から評価したうえで、効果発現要因・効果発現阻害要因を抽出しその結果を取りまと

める。 

(4) 和泉雅明（㈱建設企画コンサルタント）：教育施設分析 

西アフリカにおけるJICAの小学校建設の協力の実績を施設建設における技術面および

コストの変遷を中心に評価する。また、セネガルにおける日本の小学校建設について、技

術的側面および費用対効果の観点から調査し、適宜他のドナーの類似案件の情報収集・比

較も行いながら、日本の協力について分析を行い、その結果を取りまとめる。 

 

＜現地コンサルタント＞ 

Thierno Bal SECK   プログラム・マネージャー、  ENDA-(SYSPRO) 

Dioum El HADJI  中等教育教員、国民教育研究会 

   〔Groupe pour l’Etude et l’Emseignement de la Population (GEEP)〕 
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＜通訳＞ 

Sokhana Nata SAMB  ENDA-(SYSPRO) 

 

１－６ 評価手法 

 本評価調査は事後評価であることから、対象案件の目標達成度、効果および自立発展性を調査

することに主眼を置いた。具体的な指標としては、就学率と教育到達度の推移に注目した。 

 まず本評価調査では、国内作業で西アフリカ各国の小学校建設にかかる各種報告書を整理し、

代表的な事例を選択してPDMを作成したうえで、これまでの実績と課題とされている事項を分析

した。またセネガルの案件についてプロジェクトの目的・内容・事業計画・設定目標などを整理

したうえで調査項目を検討し、質問票を作成した。 

 現地調査に先立ち、まず日本の協力によって校舎の改築・増築が行われた学校44校のうち30校

の学校長に、調査団が準備した質問表に基づいて、セネガルの現地コンサルタントがインタビュ

ー調査を行った（この現地コンサルタントは他の援助機関の教育案件でも経験が豊富なNGOであ

るENDAに所属しており、現地の社会状況に造詣が深いのみならずこの種の調査にも慣れており、

調査団にとって大きな助けになった）。その結果を集計したうえで、教師・児童・父兄にインタビ

ューを行う学校４校を選定したが、選定にあたり、以下の条件を設定した。 

l セネガルではカリキュラムがトラディショナルカリキュラム・パイロットカリキュラムな

どに分かれているが、なるべく同じ条件で比較を行うためトラディショナルカリキュラム 

   （最も広く採用されている）を採用している学校を選択する。 

l ４校のうち、２校は都市部、２校は農村部から選択する。 

l ４校のうち、２校は２部制を採用している学校、２校は一部制の学校を選定する。 

 日本が協力を行った学校の選定の後、比較のために日本が協力を行っていない学校４校を選定

した。４校の学校の特性は上記条件に基づいて選定された日本の協力校と同じものとし、できる

限り比較の条件を同等のものとするようにした。また、日本の非協力校４校のうち、２校は対外

的な援助を一切受けていない学校、２校はNGOが協力を実施している学校を選定した。 

 以上を表にまとめると、以下のとおりである。 
 
日本が校舎を建設し
た学校 

日本が校舎を建設しなかった学校 
 

どこからも援助がなかった学校 NGOによる校舎建設のあった学校 
都市部 農村部 

都市部 農村部 都市部 農村部 

A C a (A校の近く) c (C校の近く) － － 

B D － － b (B校の近く) d (D校の近く） 

計２校 計２校 計１校 計１校 計１校 計１校 
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 日本側調査団のセネガル到着後、統計資料・データ収集および質問票に基づく関係者へのイン

タビューを中心に調査を行ったが、インタビュー調査においては案件実施の際にカウンターパー

トとなる教育省のみではなく、直接の受益者である学校の教師・児童（４～６年生、各学年４名

ずつ）・父兄（周辺住民としての意識調査の意味も含む）に対するインタビューを行い、学校を使

用する当事者の意見を聴取して評価分析の材料とすることに努めた。 

 インタビュー方式では時間がかかるためサンプル数が少なくなることは否めないが、児童・父

兄はアンケート調査そのものに慣れていないことが予想されたため、記入式で行うよりも質問の

意図を理解できるよう聴取者が口頭で説明を加えながら進めたほうがよいと判断したものである。

このインタビュー調査の主目的は、日本の協力の学校建設対象地域の初等教育に対するインパク

ト〔児童・教員・住民の意識の変化、学校に対する地域住民のオーナーシップ（広義の意味での

住民参加）、通学時間、就学率、教育到達度〕について協力前と協力後の変化を分析することであ

る。 

 一方で、日本の協力した学校を訪問し、現況を把握して、いわゆるハードの側面から日本の建

築した小学校の品質・耐久性、現地のニーズと合致しているか、などを調査した。またセネガル

では世界銀行・KfW・CIDA・OPEC・AfDBといったドナーやNGOも初等教育援助を展開しており、

その一環として小学校建設も行われているので、これら他のドナーが建築した小学校も訪問し、

日本の建設した学校との比較を行った。そしてセネガル側の公共事業担当者、他のドナー、NGO

の担当者にも聞き取り調査を実施した。主な比較事項は、実施方式、建設工事費・資材調達・施

工管理・維持管理・住民参加（狭義の意味：住民の労働提供）の考え方と実施状況である。 

 これらのデータ・インタビュー結果を持ち帰り、これまでの小学校建設の効果・目標達成度を

中心に分析を行った。そしてそれぞれの結果を導き出したと考えられる要因を抽出した。持ち帰

ったデータ・インタビュー結果も今後の同地域における案件実施の際の参考として有益なものと

判断されるので、添付資料として整理するとともに、分析結果をもとに評価調査団としての結論

と提言、今後の検討課題を本報告書としてまとめたものである。 
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第２章 無償資金協力による小学校建設の貢献 
 

２－１ 教育分野の無償資金協力と小学校建設 

 一般プロジェクト無償資金協力は、これまでの日本の教育協力の推進役としての役割を果たし

てきた。無償資金協力による小学校建設は、初等教育分野での協力の代表的なものとされている。

従来の日本の教育協力は、高等教育および職業技術訓練での協力が主なものであった。しかし1990

年にタイのジョムティエンで開催された「万人のための教育世界会議」に続くDAC新開発戦略に

みられる潮流など、開発援助における基礎教育の重要性が強調されている。この流れに沿って、

1994年JICAで行われた「分野別援助研究（教育と開発）」には初等教育の重要性がうたわれ、1996

年には外相が「アフリカ人造り支援」（African Initiative）でアフリカ地域の初等教育を中心に向こ

う３年間で１億USドルを使うことを約束するに至り、日本が初等教育分野での貢献をすることを

内外に公に示すこととなった。 

 一方、日本の援助スキームで初等教育への協力を行うことは容易ではない。いうまでもなく、

日本の協力とその制度は、アジアの経済インフラ整備を主な活動として発展してきた。アフリカ

地域の社会インフラ整備に、この制度をそのまま使うことは難しい。特に技術協力は、準備に時

間がかかること、教育分野の技術協力に携わる人材が不足していること、などの理由からなかな

か進まなかった。そして実施に至る速度の早い無償資金協力がその中心的役割を担うことになっ

た。 

 無償資金協力による教育分野への供与額を過去10年でみると、152億円（1986年）から148億円

(1995年)と大きな変化はみられないが、特筆すべきは、初等・中等教育への協力の割合の増加で

ある。同分野への協力は1986年には教育分野のわずか１％であったのが、1995年には52％以上と

なっている〔図２－１（次頁）参照〕。供与額としては1988年から1995年にかけて55倍に増えてい

ることになる。この初等・中等教育への貢献の大部分を占めるのが施設建設と機材供与である。

初等教育の施設整備に関して1986年から1995年の累積ではアジアが過半数を占めている〔図２－

２（次頁）参照〕。しかし各年の実績でみると、アジアからアフリカへの移行が顕著である。 

 1997年からはアフリカ地域での実施が件数・協力額ともにアジアを抜いている。1994年以降、

西アフリカ地域での実施が多いことも特徴的である。 
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のの、児童の数が多く、狭い教室に児童がひしめき合う状態も珍しくない。教育施設の改善と拡

充へのニーズは高い。 

 西アフリカ地域の初等教育施設整備計画は飛躍的に伸びた。第３章３－２（p.13～）に述べる

ように、1992年のギニアを皮切りに調査実施時（1998年２月）までに６カ国８プロジェクトで建

設が実施され、10カ国で調査が行われた。同地域での小学校建設は、日本の初等教育分野での協

力の代表としての役割を果たしてきたといえる。この小学校施設は有効に活用され、教育省関係

者および地域住民から感謝されている。毎年多くの国々から要請が出されることからみても、日

本への期待の高さがうかがわれる。 

 

２－３ 日本の協力の貢献 

 小学校建設は、他の無償資金協力による案件に比べて供与施設の利用度が高く優良案件が多い。

多くの小学校建設計画が実施されてきたなかで「使われていない」という施設は皆無に近い。ま

た、別の目的のために使われている例もほとんどないといえる。 

 小学校建設は基礎的生活分野（Basic Human Needs：BHN）への貢献としての価値も高いといえ

よう。初等教育は開発への貢献というマクロの視点からみることができると同時に、個人にとっ

ては基本的な人権の一部であるといえる。そのような初等教育の普及に資する協力は、従来の高

等教育・職業技術教育への協力よりも人道的であり、より直接的に人間開発に資する貢献である

といってもよい。 

 日本の協力によって建設される教室はその質が大変によい。建設後の維持管理を容易にするた

めのさまざまな工夫がなされている。また、相手国の計画と建設基準を尊重し、既存の教室施設

と調和することへの配慮は徐々に高まってきており、特に最近実施される案件にはこのような傾

向がみられる。小学校教室は現地で調達可能な建築資材を使って行うことが望ましい。外国から

持ち込んだ特別な建築資材によって建設された施設はその保守管理や修理が難しいことも考えら

れるので、小学校の教室には特別な建築資材を使う必要はない。日本の近年の小学校建設では、

建設資材の調達はほぼ100％現地で行われている。 

 一方、無償資金協力による教室建設では、実際の建設工事に携わるのは現地請負業者である。

この仕事を日本企業が監督することにより、現地コンサルタントの建設技術の向上が期待できる。

途上国では建設の現場での安全管理について必ずしも及第点であるとはいえず、特に小規模な建

設現場では改善の余地が多い。この点についても日本企業による指導の価値は大きいと考えられ

る。 

 このように、アフリカでの無償資金協力による小学校建設は、日本の初等教育分野での貢献と

アジアからアフリカへの移行という流れで実践してきたといえる。また、その実施内容について

もできる限りの工夫をして、これまでの大規模な施設案件とは違った形での実施形態とするため
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の努力をしてきている。 

 このような小学校建設が最も多く実施されてきたのが西アフリカ地域である。以下、西アフリ

カ地域の教育の現状、日本の協力実績を概観する。 
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第３章 西アフリカ小学校建設計画の変遷 
 

３－１ 西アフリカの初等教育の現状 

 世界の途上地域で最も教育普及の遅れたサハラ以南アフリカのなかでも、（フランス語圏）西ア

フリカの初等教育開発は、特に、立ち後れが目につく〔資料１のグラフ２／３（p.81）参照〕。図

３－１（次頁）には、各国の初等教育就学率の変遷が示してあるが、カメルーン以外は、サハラ

以南アフリカの就学率の平均に達していないことがわかる1。また、ほとんどの国で、1990年以降、

就学率は減少あるいは横ばい状態にある。以前から就学率の低いニジェール・ギニア・ブルキナ

＝ファソ・マリでの停滞は深刻である。就学状況の改善がなされないひとつの原因として、人口

の増加に施設や教員・機材などの教育資源の供給が追いつかないことがあげられる。 ほとんどの

国が構造調整政策を実施しており、緊縮財政を強いられているため、自力で学校施設建設をする

余力がない。加えて、初等レベルでは、予算の大部分が教員給与支払いにあてられ、教員の補充

も難しいものと考えられる。 

 図３－２（次頁）は、各国の男女別就学率を示しており、ベナン・ギニアなどをはじめとして、

男女間の格差が大きい国が多い。また、国内の地域格差も深刻な問題である。たとえば、マリの

首都を含むバマコ州の就学率は100％を超えているが（女子の就学率も101％）、同国では就学率が

20％に満たない州が２州ある。ニジェールでも同様で、首都ニアメと近郊では就学率は95％に達

しているが、最も低い地域では20％と大きな差が報告されている2。したがって、「女子と地方（特

に農村部）」に焦点を合わせた就学機会の拡大が急務であると考えられる。 

 このように、「低い就学率」、「就学率の伸びの停滞」、「大きな格差」で特徴づけられる西アフリ

カ諸国の初等教育の現状を踏まえ、以下に日本が同地域で行っている小学校教室建設の変遷を概

観する。 

 

３－２ 西アフリカにおける教室建設実績 

 1991年のギニア・セネガルでのプロジェクトを皮切りに、日本の無償資金協力による小学校建

設が西アフリカで本格的に始まった。表３－１（p.16）に示すとおり、1997年度末までに10カ国

で13プロジェクト3が実施され、計3665教室が完工／現在建設中／建設予定となっている。 

 当初、日本の協力は、学習環境の改善を企図し、老朽化した既存施設や、住民らが建設した仮

設校舎の建替えを中心にした計画が多かったが、最近では、既存校の教室建替えに加え、増設・

新設校の建設を実施し、直接的に就学機会拡大に貢献する計画が増えてきている。13プロジェク

 
1 1992 年のサハラ以南アフリカの平均就学率は 73.9％ (World Education Report 1998)。 
2 Indicateurs1995:Afrique Francophone de l'Ouest (UNESCO/UNICEF) 
3 調査実施時（1998 年 2 月）までに E／Nが締結されたプロジェクト数 
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ト全体で、新たに約８万8000人の児童が就学可能になり、学習環境の改善などによる受益児童数

は約32万3000人にのぼるものと推計4される。 

 日本の教室建設の対象地域は、表３－２に示すように、都市部、特に首都圏に多く、地方の農

村部には比較的少ない。 

 

表３－２ 協力対象地域別分類 

 首都およびその近郊 地方 

都市 セネガル第一次／第二次／第三次5 
ニジェール第一次／第二次 
カメルーン 
ギニア＝ビサオ 
マリ 
モーリタニア 

象牙海岸 
カメルーン 
ギニア 
セネガル第二次／第三次 

農村 ブルキナ＝ファソ 
ニジェール第二次 

ギニア・セネガル第二次／ 
第三次、ギニア＝ビサオ・マリ 

(注) ベナンは全土で都市・農村に建設 

 

 基本設計調査報告書に示されている協力実施により期待される主な効果は、以下のようにまと

められる。 

 

(1) 仮設教室・老朽校舎建替え 

1) 学習環境改善（ブルキナ＝ファソなど７件） 

2) 1)による内部効率の改善（ニジェールなど３件） 

3) 維持管理・建替費用の削減（ギニアなど５件） 

 

(2) 教室増設 

1) 就学機会の拡大（モーリタニアなど４件） 

2) 就学率の向上（セネガルなど５件） 

3) 過密教室の解消（マリなど５件） 

4) 三部制授業の解消（ギニア＝ビサオ１件） 

 
4 各計画の基本設計調査報告書から推計した。 
5 セネガル第一次／第二次／第三次は、同国における小学校教室建設計画 (1991・1992)／小学校教室拡充計画 (1994・1995)／ 

 小学校教室建設計画（1997、1998）を、ニジェール第一次／第二次は、学校建設計画 (1994)／小学校教室建設計画（1997）
をそれぞれ指す。 
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5) 複式学級の解消（マリ１件） 

6) 隔年入学の解消（ギニア１件） 

 

(3) 農村部（あるいは地方）での学校新設 

1) 地域格差是正（ブルキナ＝ファソなど３件） 

2) 遠距離通学の解消（セネガル） 

 

 要約すると、日本の協力は建替えによる学習環境の改善を通じ、教育の質の向上と間接的な就

学者増を、また、増設により直接的な就学者増を、そして、農村部・地方での学校新設により就

学格差の是正をめざし、各国政府による初等教育拡充努力を支援するものであるということにな

る。 

 「建替え」と「増設・新設」の割合は、国あるいは、同じ国のなかでも地域によって違いがあ

る。カメルーンのように、国全体の就学率が100％に近い、あるいは過去100％を超えていた国で

は、初等教育の完全普及に必要な施設と教員の数は、ある程度充足されていると想像される。し

たがって、今後は、教育の「質」（教育環境および教育内容）の改善に当該政府の努力が向けられ、

老朽校舎の建替えによる学習環境の改善は、これら当該政府の趣旨に沿ったものであるといえよ

う。 

 西アフリカ諸国の首都における「建替え」も同様の意味を持つが、前節３－１（p.13）でみた

ように、これらの国では、首都の就学率は100％前後であるにもかかわらず、全国レベルの数値は

非常に低い。したがって、首都では「建替え」を、地方（特に農村部）では学校の「新設」を中

心にした教室建設実施が妥当であると考えられ、実際に日本の協力では都市部の「建替え・増設」

と農村部の「新設」が傾向として現れている（前者の例：カメルーン・象牙海岸・セネガル第一

次・ニジェール第一次など、後者の例：ギニア・セネガル第二次／第三次など）。 

 最近では、建設された教室が、地域の集会場となり、成人教育（含む識字教育）に活用される

ことも期待されている。また、教室と付帯施設の建設をあわせて実施することで、より多面的な

協力効果をねらっている。表３－１（p.16）には、建設された付帯施設（含む機材供与）を各プ

ロジェクトごとにまとめてある。ほとんどの場合、「学校運営機能強化」のために校長室が設置さ

れており、多くのプロジェクトで、「衛生環境の改善」や「女子の就学促進」などの目的でトイレ

の建設がなされている。最近では、施設建設の効果を高めるために、教育機材の供与や、維持管

理・機材マニュアルの供与も行っている。 

 また新しい試みもなされている。セネガル第二次では、コンクリートブロックを供与し地域住

民の参加により塀を建設する「一部住民参加型アプローチ」が取り入れられている。セネガル第

三次では、日本の無償資金協力の「村落給水計画」との連携による学校給水のモデルケースもあ
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げられる。次節３－３では、相手国のニーズに柔軟に対応するための取り組みに焦点を当てて日

本の教室建設の変遷を考察する。 

 

３－３ 施設面における現地ニーズへの柔軟な対応の増加 

 小学校施設は、①教室・校長室・教員室・倉庫およびこれらに付属する机・椅子・教育機材・

黒板などの小学校現場運営に直接的に必要とされる部分（主要施設）と、②便所・教員住宅・給

水などの間接的に必要とされる部分（付属施設）、および③敷地造成・塀・造園などの教育施設を

立地させる場を提供し、隣地・コミュニティーとの関連性・安全性を確立する所轄施設の外廻り

部分（外構）の３要素で構成される。これらの要素のなかで、主要施設は日本が建設を担当し、

外構は相手国政府側が担当している。付属施設部分は対応の仕方が日本・相手国の事情によりさ

まざまなケースがある。 

 以下、施設を構成する各部分について、注目すべき点を述べる。 

 

(1) 主要施設機材について 

 日本の西アフリカ地域小学校建設では、教室・校長室・倉庫などの主要施設に付属する生

徒用机・椅子／教員用机・椅子／校長用机・椅子・戸棚類は、直接的に必要不可欠なものと

して一貫して計画対象に含めている。マリ（1997年度）では倉庫用に机・椅子を配置し、カ

メルーン（1997年度）では校長室の秘書用に机・椅子・戸棚を配置したが、これらの措置は、

学校の直接的機能の幅を増加させるものと考えられる。 

 

(2) 付属設備について 

 便所は衛生環境の改善や女子生徒の就学率向上などに与える影響が大きい設備である。し

たがって、付属設備のなかでも現在日本が最も力を入れているのが便所建設である。ただし、

セネガルにおいては、第一次／第二次／第三次を通して便所は建設対象に含まれていない。

これは、調査の段階でセネガル政府より「トイレを造るよりもその分教室を多く建設してほ

しい」との要望があったためである。セネガル以外のすべての西アフリカ地区小学校建設に

は便所を設置しており、それぞれの国の事情に応じて水洗式・汲取式・肥溜式を使い分けて

いる。便所の衛生環境改善のために必要な水供給は、都市部の水供給可能地域では水道を、

その他の地域では天水利用の受水槽を設置するケースもみられる。 

 このように、保健衛生教育の観点からの環境改善に対しても積極的に対応しようとしてい

る。また、便所以外に学校内で水源を確保するために、ベナン（1996～1997）での受水槽建

設や、セネガル第三次（1997～1998）での井戸掘削などのように試行的に試みられているサ

イトもある。 
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 このほか、特に1997年以降の計画には、教室の机・椅子以外に、壁掛け地図のような教室

備品としての教材を含めている計画も少なくない。 

 

(3) 外構について 

 外構は相手国政府の負担工事である。このうちの敷地の造成、障害物の撤去、既存建物の

解体など、主要施設建設に関連するものは、実施しなければ主要施設が建てられないため、

きちんと実行されている。しかし、門塀・造園などは、資金不足のためと思われるが、必ず

しも実行されるとは限らない。こうした事情を背景にして、セネガル第二次では例外的にわ

が国が塀建設用のブロックを支給して塀建設に寄与しており、同国の政府関係者・住民から

高く評価されている。 

 

３－４ 他援助機関との連携 

 以下、初等教育援助（特に小学校建設プロジェクト）を中心に、各案件の基本設計調査実施時

点の主な援助機関の動向と日本との協調のタイプを分析し資料２（p.82）にまとめる。 

 基本設計調査報告書のなかに、「～計画の一環として実施」と明記しているのは、ギニアとセネ

ガル第二次のみであった。ギニアでは、「地方小学校1500教室建設計画」で、他援助機関と対象地

域を分担し、教室建設を行っている。また、調査時からUNESCOとの協力の可能性を探っている。

セネガルでは、「人的資源開発計画２(PDRH2)」と呼ばれる初等教育から高等教育まで含む包括

的な計画を実施しており〔第４章４－１（p.24～）参照〕、日本は初等教育施設拡充計画の一翼を

担った。象牙海岸では、AfDBの教室建設計画との相互補完として、AfDBの協力対象地域外での

教室建設を実施している。 

 しかし、いずれのプロジェクトも、計画策定時から日本が関与していたものではなく、相手国

政府が世界銀行などの援助機関の協力を得て作りあげた既存のプロジェクトに参加する形をとっ

ていた。これ以外の計画は、協力対象地域の重複を避けるために他援助機関との調整を行ってい

るが、プロジェクトの一部を担当しているわけではない。あえていえば、「初等教育の拡充」など

の同じ上位目標達成に向けて、他援助機関と並行して教室建設を行っている「並列型」といえる

かもしれない。 

 西アフリカでは教育制度の違いや言語の問題があり、教室建設と専門家派遣などの技術協力の

組み合わせは実施されていない。したがって、日本の協力を考えた場合、「初等教育の拡充」とい

う上位目標達成のためには、「充」にあたる部分、つまり、カリキュラム・教材開発や教員養成な

ど教育の「質」の充実につながる項目は、先方側投入となってしまう。この投入を促進するため、

ブルキナ＝ファソ・マリ・ニジェール・セネガルでみられるように、「教室建設だけを行う援助機
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関」と「教育の質の改善にかかわる協力を実施する機関」6との協調による活動の相互補完が可能

性として考えられる。 

 

３－５ 単価の推移 

 西アフリカ地域において、1991年から1995年（Ｅ／Ｎ年度）の間に建設された下記の小学校建

設４計画について、建設費〔中項目レベルまでの標準面積（m2）当たり金額〕を抽出し価格の推

移を分析する。 

 

対象校 ア．ギニア 建設計画（1990年） 

 イ．セネガル第一次 建設計画（1991年） 

 ウ．ニジェール 建設計画（1993年） 

 エ．セネガル第二次 建設計画（1994年） 

 

 本分析では推移をみるため、別の年度に実施された上記ギニア、セネガル第一次、ニジェール

での対象計画校を、セネガル第二次（1994年）の小学校と同時期に建設（1997年工事完了）した

と仮定して数値を換算する。つまり、当該各国公的資料の物価変動率7および為替レートによって、

各計画の中項目レベルまでのコスト（当該国分）を同一年度（1997年度）価格に修正する。しか

しながら、この方法で得られる数値は、実際に建設するときの価格実態を正確に映し得ない。あ

くまでもコストの推移をみるための便宜的な数値であるが、その結果を表３－３（次頁）にまと

める。表３－３は、1990～1995年度に建設された西アフリカ地区小学校４計画の建設費・直接工

事費・間接工事費に関し、教室m2当たり単価の推移を表したものである。建設費教室m2当たりの

単価は、1990・1991年度の２計画に比べて、1994・1995年度の２計画では約40％減となっている。

この大幅な減額をもたらした構成要素をセネガルの小学校のケースでみると、直接工事費で47％

減、間接工事費で25％減となっている。 

 
6 前者の機関としては、セネガルにおける日本・KfWなどが例としてあげられ、後者は、広くフランス語圏アフリカで教員養 

  成やカリキュラム開発に協力しているフランスがあげられる。 
7 物価上昇率は世界銀行アトラス、1985～1995 年度平均より引用。 
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表３－３ 単価の推移 

 

ニジェール 
１９９５年度 
 

セネガル第二次 
１９９４年度 
 

セネガル第一次 
１９９１年度 
 

ギニア 
１９９０年度 

71,700 

72,100 

123,800 

122,600 

22,700 

23,000 

30,700 

計画名 

教室 m2当たり単価 
（CFA）

41,400 

49,000 

49,000 

93,000 

81,200 

20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000 

直接工事費 

間接工事費 

建設費 

0 

 
 

３－６ まとめ 

 以上、西アフリカにおける日本の教室建設の変遷を、同地域の教育の現状を踏まえつつ概観し

た。 

 当初は「建替え」中心で進められた日本の教室建設は、西アフリカ諸国の教育普及の遅れの最

大要因のひとつと考えられる「需要に対する供給不足」の問題に取り組むべく、「増設・新設」教

室の割合を増やし、教育機会の拡大に貢献している。また、首都近郊では、従来どおり、「老朽校

舎建替えによる学習環境の改善」を実現し、多くの児童・学校職員・地域住民に裨益している。

あわせて、校長室（あるいは、教員室）・トイレ・給水設備などの付帯施設設置や教育機材供与を

組み合わせ、より効果的な協力の実施をめざす工夫の跡もみられる。建設経費の面でも、直接工

事費・間接工事費とも削減努力がなされ、全体では40％の大幅な減少につながった。 

 西アフリカでは、日本のみならず多数の援助機関が小学校建設に取り組んでいるにもかかわら

ず、ほとんどの国で就学率の伸びは停滞している。したがって、今後とも、教育の量的拡充に資

する協力は必要不可欠であろう。日本の協力が、より効果的に実施され、各国が掲げる「初等教

育の完全普及」という目標達成に貢献するためには、以下のことがらが重要であろう。 
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 ①地域間の格差是正を視野に入れた協力対象地域の選定： 

   教育の質の改善より、どちらかといえば、量の拡大に重点を置く西アフリカ諸国の現状を

考えた場合、首都圏・都市部における学習環境整備のための「建替え」よりも、農村部での

アクセスの拡大に資する「新設」のほうが急務である。 

 ②他援助機関との連携・協調による包括的な教育開発プロジェクトの策定・参加： 

   ①とも関連し、全国レベルでの初等教育施設整備をめざして、たとえば「地方・農村部は

他援助機関、首都は日本」というように、援助機関の間で棲み分け（第４章以降のセネガル

の例参照）ができあがれば、日本はその長所を活かしつつ、都市部での教室建設を担当する

ことができ、その協力は教員養成・訓練などの教育の質や教育行政能力の向上につながる。

また、日本の協力の効果をあげるために必要な技術協力は、他援助機関との協力による補完

を考えるべきである。 

 ③過去に実施した案件の教訓のフィードバック： 

   これまでの協力実施のなかの試行錯誤（トイレの設置、セネガル第二次の住民参加型アプ

ローチ、最近の傾向である教育機材の供与、セネガル第三次の「村落給水計画」との連携な

ど）や、案件の効果を評価し、その教訓を将来の教室建設計画に反映させるべきである。 
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第４章 セネガルの初等教育を取りまく現状 
 

４－１ 現状 

４－１－１ セネガルの経済・社会状況 

 セネガルの経済・社会状況をサハラ以南アフリカ全体と比較したものが図４－１である。経

済指標（１人当たりGNP）・保健指標（乳児死亡率）はアフリカ平均よりも高いが、教育指標（成

人識字率・初等教育就学率）はアフリカ平均を大きく下回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ 経済・社会指標比較 

 （出典）Staff Appraisal “Report Pilot Female Literacy Report”, World Bank, 1996 

 

(1) 人口 

 1995年の推計で人口は約830万人とされている。人口増加率は年2.8％で、このペースで

人口増加が続くなら25年間で人口が倍増することになる。1988年から本格的に始まった政

府の人口政策が効果を現す2005年ごろまでは、増加率はこの水準を維持するものと思われ

る。 

 他のアフリカ諸国同様に人口は若年層が多数を占め、50％近くが16歳未満であり、20歳

未満の人口が全体の56％を占めている。初等教育学齢人口（７～12歳）も全人口の18.8％

であり、年平均増加率も4.2％に達している。女子の割合は人口中では約52％、学齢人口
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１人当たりの GNP(US$) 

人口増加率 

合計特殊出生率 1) 

乳児死亡率 
 

成人識字率 

初等教育就学率 

セネガル 
サハラ以南アフリカ 

 

 
 

 

  

＊数字はセネガルの値を示す。 

 

 1)世界開発報告 1996 より 



－25－

中では50.3％である。 

 人口は、国の西部・中央部に位置するダカール・ティエス・ジュルベル３州に密集する

が、これらの地域では、地力の疲弊や水不足が深刻化している。 

    （データ出典：国民教育省および同省の基礎教育10年計画） 

 

(2) 経済 

 独立以来、セネガルの人口は年率３％近くで増加している。一方、基幹産業であるべき

農業の不振と工業化の遅れによって、他のサハラ以南アフリカと比べても経済成長は停滞

しており、GDP成長率は人口増加率を下回っている。この結果、1人当たりのGNPは1965

～1990年の間、年平均で0.6％ずつ低下した。 

 経済成長は、1993年にマイナス0.8％に転じた後、1994年の通貨CFAフランの切下げを経

て再び上昇に向かい、1995年には久々に人口増加率を超える実質4.5％の成長を遂げた。

比較的安定した降雨と平価切下げによる輸出競争力回復に支えられ、1997年の成長率も

５％を超えるものと推定されている。 

 セネガルは、サハラ以南アフリカで最も早い時期に構造調整政策を導入した国であるが、

政府のオーナーシップの欠如、CFAフランの対フランスフラン固定制度などのため、期待

された効果があがらなかった。1990年前半に一時中断されていた構造調整融資も、CFAフ

ランの切下げを受けて再開され、フランスの関与の低下が予想されるなか、今後は調整に

対する政府の取り組みも真剣なものにならざるを得ないと考えられる。 

   （データ出典：EIU Country Report 、基礎教育10年計画） 

 

(3) 社会 

 セネガルには10余りの民族があるが、最大民族ウォロフをはじめ、プル・セレールなど

の６民族が中心となっている。この主要６民族の言語が国語に指定されており、70.9％の

国民がウォロフ語を母語あるいは第二言語として使用する。また、国民の約20％が公用語

であるフランス語を理解するとされている。 

 長い時間をかけて異民族間の結婚や移動による融合が進んできたが、都市の経済・行政

界におけるウォロフ語化が顕著となるにつれ、セネガル最南部のカザマンス地域の住民（特

にジョラ族）の中央政府に対する反発が先鋭化し、現在のカザマンス民主武装運動による分

離独立運動に発展した。 

 94％の国民がイスラム教徒であり、キリスト教（主にカトリック）は４％、ほかにアニ

ミストが1.6％を占める。国民のほとんどがイスラム教徒でありながら、宗教原理に基づ

く政党は許可されておらず、政教分離政策を堅持している。公立校でも宗教教育がなされ
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ず、これが、特に農村部住民のなかに学校への不信感を生み出す結果になっている。 

 失業率は、全国で10.3％（男子11.5％／女子8.76％）である。ダカールでは27.0％と全

国で最高水準であり、一般的に都市部の失業率が高い。構造調整政策下では、新規公務員

雇用が凍結され、大卒者の雇用保証がなくなり、17歳から25歳にかけての相対的に高い学

歴を持つ者と女子の失業が急増している。学歴が雇用につながらないこの状況も教育への

不信感を高める要因となっている。 

 1993年に行われた調査によれば、セネガルでは28％の家庭が貧困層に属する8。貧困層は

農村部（全体の78％）に多く、都市部の貧困世帯の割合がダカール市で12％、その他の都

市で15％であるのに対し、農村部では38％となっている。コルダ・ファティック・ジガン

ショールなどの州で貧困層の比率が高くなっている。 

 植民地時代より引き継がれたダカールを中心とする海岸地域への経済一局集中は、都市

～農村間／州間のあらゆる面での格差（就労機会・社会サービスなど）を生みつづけてお

り、農村部での貧困と相まって、都市部への人口流出を引き起こしている。 

（データ出典：経済財務計画省“ENQUETE SUR PRIORITES”1993、UNICEF“Analyse De La 

Situation Des Femmes Et Des Enfants Au Sénégal”1995） 

 

４－１－２ 教育の概要 

 セネガルにおける学校教育・職業訓練およびノンフォーマル教育の大部分は、国民教育省

(MEN)の管轄下で行われている。教育大臣付きの組織として基礎教育・国語担当相が設けられ

ており、基礎教育の拡充にあたっている。同相のもとに２局が設置され、就学前・初等教育局

は学校での基礎教育を、識字・基礎教育局は学校以外の場でのノンフォーマルな基礎教育を担

当している。教育省地方組織としては、各州に州視学事務所（IA）、その下に43の県視学事務所

(IDEN) がある〔図４－２（p.28）：国民教育省組織図参照〕。 

 教育制度は、６－４－３制であり、基本的には、植民地時代からのフランス式制度を維持し

ている。初等教育の第５学年までを義務教育とし、就学前教育を除き、公立校では授業料を徴

収していない。以下に制度の概要を示す〔図４－３（p.29）参照〕。 

 

(1) 学校教育 

    1) 就学前教育 （４～６歳） 

 1990年代から公立施設の新設が見合わされており、施設の拡大は、都市部を中心に民

間の手に委ねられている。そのため約半数の施設がダカールに集中し、就学前教育にお

 
8 購買力により表される「貧困ライン」は、地域によって異なるが、都市部では１人当たり 4334CFA／月 (≒7.5US ドル)、
農村部では 2651CFA／月（≒4.6US ドル）となっている。 
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ける機会の地域格差はきわめて大きい。 

 

    2) 初等教育（７～12歳） 

 国家の最優先課題であり、多くの援助機関の協力が集中する分野であるが、前述〔４

－１－１（p.24～）〕のとおり、他のサハラ以南アフリカと比較した場合、その経済状

況（１人当たりのGNP） に比べて初等教育就学率は低い水準にとどまっている。特徴と

しては、以下の２点があげられ、後述する人的資源開発２（PDRH２）もこの課題に取

り組むべく策定・実施された。 

① 男女間／州間などにみられる就学状況の大きな格差9 

② 高い留年率と低い修了試験合格率が表す低い内部効率10 

 

    3) 中等教育（13～19歳） 

 前期４年間／後期３年間に分けられ、後期中等教育では普通教育と職業技術教育に複

線化する。初等教育最終学年から中等前期へ進む生徒の割合は約３割、中等前期最終学

年から中等後期へのそれは約４割となっている。1990年以降は都市部を中心にした私学

の設立がめだち、アクセスの面で都市～農村間の格差は拡大傾向にある。 

 

    4) 高等教育 

 セネガルの高等教育は、急激な学生数増加11と著しく低い内部効率12によって特徴づけ

られる。非効率なまま拡張しつづける高等教育が教育財政を圧迫しており、現在、セネ

ガル政府は、世界銀行の協力のもと、セクター構造調整の一環として入学年齢制限や留

年制度・奨学金制度の改定に加え、機関の統合などを含む大学改革を実施しようとしてい

る。 

 

    5) 教員養成 

 初等教育の正・補助教員の養成は初等教育教員養成校で、初等教育視学官と中等教育

教員は高等師範学校で、それぞれ行われている。以前は、卒業生はすべて自動的に公立

校に配置されたが、現在は、後述するボランティア教員との兼ね合いで、初等レベルで

の正規教員（正・補助）数は減少傾向にある。教員養成システムを含めた教員制度の見

 
9  1996/1997 年度の男女の総就学率はそれぞれ、66.6％と 52.9％、州間ではジガンショール州 90.8％、ダカール州 89.0％か
らジュルベル州の 28.5％と大きな差がみられる。 

10 1995/1996 年度の初等教育全学年平均留年率（公立校）は 14.8％、修了試験合格率（公立・私立校）は 34.0％である。 
11 構造調整下の緊縮財政にもかかわらず、1983 年より 1993 年にかけ、高等教育就学者数年平均増加率は約 7.7％であった。 
12 高等教育の中心機関であるダカール大学における留年率は、初年度は各学部平均で 70％を超えており、学年が進むにつれ
減少するが、第 4 学年でも 37％と非常に高い。 
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直しが、教育分野における大きな課題のひとつとなっている。 

 

(2) ノンフォーマル教育 

    1) コミュニティースクール（９～14歳） 

 非就学児童あるいは小学校をドロップアウトした児童を対象に、より実生活に即した

実習中心の教育を行う施設である。使用言語は国語で、漸次フランス語を導入していく。

95％以上の施設が小学校のない農村部にあり、公教育の代替モデルとして実験的に実施

されている。CIDA・UNICEFおよび多くのNGOがこの試みを支援している。 

 

    2) 識字教育（15歳以上対象） 

 1995年推計で、15歳以上の人口の66.9％（女性は76.8％）が非識字者と推定され（World 

Education Report 1998）ており、セネガル政府は、この非識字率を2004年まで36％に下

げる（毎年５％の減少）ことを目標としている。世界銀行・KfW・CIDAなど多数の援助

機関とNGOに加え、関連省庁・政府機関が一丸となり、さまざまなアプローチで識字運

動を展開している。 

 

(3) 教育財政 

 教育財源としては、政府・地方自治体・世帯・外国援助があげられる。1990年以降の傾

向としては、全教育支出に占める政府支出の割合が減り、かわりに世帯の負担の割合が増

えている13。表４－１（次頁）に示すとおり、政府の教育支出は増加を続けているが、政

府の努力も限界に達しており、今後教育への予算配分の増加は期待できない14。 

 資料３（p.84）のグラフ１／２はそれぞれ、全教育支出／政府教育支出に占める初等・

中等・高等の各レベルの支出の割合の推移を示すが、初等教育への政府支出が横ばい状態

であるのに対し、全支出中の初等教育支出の割合は増加している。これは、初等教育では、

政府以外の財源（特に各世帯負担と考えられる）への依存が高くなっていることを示唆し

ている。セクター構造調整との兼ね合いで、高等教育への予算配分は減少傾向にあるもの

の、生徒１人当たりに対する政府の平均支出の比は、初等：中等：高等＝１：13.5：29.3

となっており15、奨学金制度に支えれらた高等教育における学生１人当たりのコスト高が

問題として浮かび上がる。 

 1997年度の初等教育予算357億8500万CFAの内訳は、人件費95.4％（うち教員給与は

 
13 全教育経常支出中、政府支出の占める割合は1991年の72.5％から1997年には66％へ減少、世帯の支出の占める割合は、
16.1％から21.9％に増加した。 

14 援助機関会合における基礎教育大臣の発言より 
15 教育分野公的収支に関する調査（ダカール大学応用経済研究所）より 
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94.4％）／教材費0.1％／維持管理・業務費2.0％／設備投資2.5％となっている16。相対的

に高い教員給与17に初等教育財政が圧迫され、施設建設はおろか、教育の質の改善に関す

る政策実施のための財源の確保もままならない状態であるといえる。 

 

表４－１ 教育予算の変遷 

 1988/89 1989/90 1991/92 1992/93 1993/94 1994/95 1995/96 1996/97 

教 育 予 算 
(億CFA) 502.02 546.98 616.82 670.08 747.77 768.52 844.37 874.21 

給  与 (％) 73.1 69.1 70.4 66.9 67 68 69 69 

機材・維持管理
(％) 3.3 3.7 4.2 6.1 3 3 5.5 6.5 

そ の 他 (％) 23.1 27.2 25.4 27 30 29 25 24 

国家予算に占
める割合(％) 22.1 24.5 24.7 32.8 27 28 33 34 

（出典）基礎教育10年計画（国民教育省） 

 

４－１－３ 人的資源開発計画２と今後の課題 

(1) 人的資源開発計画２（PDRH2） 

 PDRH2は1994年に開始され、世界銀行を中心に複数の援助機関が支援している。さまざ

まな内容を含む総額１億2800万USドルのセネガル教育史上最大のプログラムである。 

 PDRH2の目的は以下の３項目にまとめられる。 

① 農村部と女子を重視した、初等教育への就学機会の拡大、教育の質および内部効率の

改善 

② 中等・高等教育の質と効率の改善 

③ 教育分野の計画立案・管理能力の強化 

主目的は①の初等教育の拡充であり、計画の終了時（1998年）に就学率65％をめざす。

あわせて、②と③の実施により中等以上の教育支出抑制と行政の効率化を実現し、教育予

算の適正配分を図る。 

 これらの目標達成に向け、表４－２（次頁）にあるように数多くのプロジェクトが組み

合わされ実施された。ここでは、今回の評価調査対象案件に関連し、日本も参加している

小学校教室建設・改修を中心に概要と成果を簡単に述べる。 

 

 
16 基礎教育10年計画（国民教育省）より 
17 正教員の平均年俸が約165万CFA、二部制授業を持つ正教員の場合は208万CFA、補助教員では118万CFAであり (1995/1996
年度)、1人当たりのGNPのそれぞれ4.6倍、5.8倍、3.3倍となっている。 
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表４－２ PDRH２参加援助機関の役割分担 

 内容 援助機関 備考 
教室建設／改修 世界銀行／KfW／OPEC／日本／AfDB 日本は校舎建設のみ 
女子就学促進 世界銀行／UNICEF  

教科書の刊行 
 
 

世界銀行（新教科書）／AfDB(現行
教科書) 
ベルギー(INEADE、DAGEの職員研修) 

教科書編纂、在庫管理 
 
 

教員養成機能強化 
 
 
 

フランス（関連人員研修／６研修拠
点整備） 
世界銀行（EFIの拡張と改修、４研修
拠点整備） 

 
 

学校活動支援基金 世界銀行  

初 

 

等 

 

教 

 

育 
学習効果判定シス
テム 

世界銀行／ベルギー（INEADEの職員
研修） 

 

中学校改修 世界銀行（６校）  

中学校実験室建設
／改修 

AfDB（新設34、改修５／含む機材） 
 

対象州：サンルイ・コルダ 
 

高校・大学図書館
改修 

世界銀行（高校15、大学１） 
 

 

中 
等 
教 
育 

校長・教員養成 フランス 数学・フランス語・物理のみ 

計画立案能力向上 
 

世界銀行（機材供与）／フランス
(DPRE職員研修) 

 

UCP機能強化 
 

世界銀行／AfDB／OPEC（機材供与、
研修） 

 
行 
 
政 
地方行政能力向上 
 

世界銀行（８IAの改修、機材供与） 
AfDB（４IDEN改修、機材供与） 

 
対象州：サンルイ・コルダ 

 

    1) 教室建設・改修 

 PDRH2では、就学率の地域格差の是正のため特に農村部に重点を置き、1993年から

1998年にかけて、全国18で3500教室の新設と、1000余りの教室の改修をめざした。1997

年までに表４－２の機関に加えフランスのNGOとCIDAにより約2700教室が新設され、

約1200教室が改修された。 

 資料４（p.85）にあるように、施設建設の内容とアプローチは援助機関により異なる。

世界銀行とKfWのプロジェクトでは、後述する住民参加に関する問題などで着工が大幅

に遅れた。逆に、カナダは自国のNGOを通じ住民参加型アプローチを成功させ、当初３

年で140教室の建設を予定していたが、初年度ですべて完工した。日本とOPECのプロジ

ェクトは予定どおりに実施されており、特に日本のアプローチについては、PDRH2の中

間報告書のなかでも、「日本の建設計画が予定どおり実施されるのは、一般企業を使っ

 
18 ジガンショール州を除く。 
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て工事を進め、住民参加を付帯施設建設に限っているため」と肯定的に評価されている。 

 また、AfDBについては、累積債務の問題から1996年までPDRH2プロジェクトへの貸付

を見合わせていたため、1997年に建設が開始された。 
 

BOX１  PDRH2その他の初等教育関連コンポーネント 
  表４－２（前頁）に示すとおり、PDRH2では、施設建設による教育の量的拡大と同
時に、その質の改善にも力点が置かれた。具体的には、教室建設と並行し、以下のプ
ロジェクトが各援助機関によって実施された。 
● 女子の就学促進プロジェクト 
女子の就学を阻害する要因について調査を行い、その結果に基づき全国規模の女子
の就学促進キャンペーンを展開すると同時に、教育政策・教科書を見直す。 

● 教科書の刊行と教育開発の調査・活動研究所（INEADE）の人員養成 
新教科書の刊行と現行教科書の再版を行い、初等教育の全学年の教科書と教員用教
科指導書の供給・流通・販売ルートを確立する。 

● 教育人材養成 
初等教育教員の就職前と現職訓練のシステム強化をめざし、養成カリキュラムの改
善、研修施設の拡充、養成指導教官・視学官・校長の研修を実施する。 

● 学校活動支援基金 
地方分権推進に向け教育行政の末端組織である学校の機能強化をめざし、各校が立
案・実行する「教育の質と効率改善のためのプログラム」に技術面・資金面での支
援を行う。 

● 全国学習効果判定システム 
生徒の学習目標達成度を数量化することにより、教育達成度に影響を及ぼす要因
(特に、二部制クラス）を明確にし、その結果をカリキュラム・教育法・教科書・
教員養成課程・再訓練などに反映させる。 

 

    2) PDRH2による教室建設の成果 

 PDRH2では、教室建設に関し州別に援助機関の間で調整されており、日本はPDRH2開

始以前から取り組んでいたダカール州に加え、第二次計画からはティエス州でも建設を

実施した。ここでは、開始前（1992/1993）と最新（1996/1997）の州別のデータを比較

することにより、各援助機関の教室建設の成果を分析する。 
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表４－３ 州別就学率の推移 

就学率％(女子) 援助機関による教室建設＊ 
州名 

1992/1993 1996/1997 援助機関別教室建設数 合計 

ダカール 90.0(82.8) 90.8(84.6) 日本(434)、A&A(81) 515 

ジガンショール 80.5(68.7) 89.0(79.5) － － 

ジュルベル 23.8(18.0) 28.5(24  ) 世界銀行(259） 259 

サンルイ 53.5(46.8) 62.0(57.2) CIDA(140） 140 

タンバクンダ 36.5(27.3) 56.3(46.4) 世界銀行(245） 245 

カオラック 36.8(29.8) 40.7(35.2) KfW(362)、OPEC(71) 433 

ティエス 58.4(49.4) 57.8(51.9) 日本(264)、OPEC(65)、A&A(34） 363 

ルーガ 34.1(25.0) 43.3(35.7) 世界銀行(160) 160 

ファティック 42.2(34.9) 46.0(40.8) KfW(217） 217 

コルダ 39.8(24.5) 54.0(39.9) 世界銀行(212）、OPEC(64)、A&A(77) 353 

全国 54.3(45.9) 59.7(52.9) － 2685 

（出典）国民教育省 

＊改修教室数は含まれない。 

 

 表４－３より、ティエス州を除く全州で就学率の上昇がみられる。特に、PDRH2のタ

ーゲットである女子に関しては、資料５の表１（p.86）からも明らかなように、各州で

男子を上回る就学者数の増加があった。もうひとつのターゲットである農村においても、

資料５の表２（p.87）より、就学者数の伸びが全体の増加分を大幅に上回っていること

がわかる。この傾向は、特に世界銀行・KfWが協力している州において顕著であり、先

に述べた「女子の就学促進プロジェクト」と農村部での新設校開設〔資料５の表２(p.87）

参照〕を効果的に組み合わせた結果であると考えられる。 

 両援助機関は、表４－３に示すとおり、州間の格差是正のために就学率の最も低い州

をプロジェクト実施地域に選んでおり、就学率の上昇ポイントで評価した場合、両援助

機関の援助効果は目に見える形で現れているといえる。反対に、日本の対象地域は、す

でに就学率が高いことに加え、人口が多く人口増加率も高いダカール・ティエス両州で

あり、多数の教室を建設しているにももかかわらず、就学率の伸びはみられない19。 

 全国的には５ポイント以上の就学率の上昇が記録されたが、PDRH２がめざす1998年

までに就学率65％の目標を達成するのは難しいと思われる。しかし、男女間・地域間の

格差の是正にみられるように、教育機会の平等かつ均等な普及、つまり公正さの面で就

 
19 他の援助機関は新設が中心だが、日本の場合は建設教室数の半数近くを建替えが占めていることと、新設校が少ないこと
も、直接就学率の上昇につながらない一因であると考えられる。 
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学状況の改善がみられた。また、後に述べるように、世界銀行などの試行錯誤の結果、

教室建設における「住民参加型アプローチ」がある程度確立されたことも成果といえよう。 

 

  (2) 課題 

 PDRH2は初等教育の量的拡大には貢献してきた。しかし、質の改善に関しては一過性の、

あるいは実験的なアプローチが多く、今のところ際立った効果はみられない。 

 施設が増え入学者数は大幅に増加したが、学校教育の内容が児童・父母・地域のニーズ

に応えるものでなければ 、就学に対するインセンティブが衰えドロップアウトを大量に

生み出す結果になるであろう。教授言語も含めた教育内容20や教員制度など、セネガルの

教育政策に関する改革は緒に就いたばかりであり、政府の努力を支援するためにも援助機

関側のアプローチは多様にならざる得ない。 

 教育改革や教育の拡充を行うためには、能力のある人材と予算の確保が必要不可欠であ

る。しかし、４－１－２(3)の表４－１（p.31）でみた最近の傾向が示すように、教育予算

の飛躍的な伸びは期待できず、初等教育への予算の優先配分にも大きな変化は望めない。

また、これまでの初等教育開発は、他の教育レベル（特にポスト初等教育）とのバランス・

一貫性を欠いたまま進められてきた。初等教育修了後の子どもたちが、どのように社会や

生産活動に加わっていくのか、その過程を明確に国民に示すことができなければ、「初等

教育への信頼の失墜」につながりかねない。 

 

４－２ 基礎教育10年計画 

４－２－１ SWAp（Sector Wide Approach） 

 前述のように、PDRH2は多くの援助機関の協力のもとに実施された教育分野を広範にカバー

する総合的な試みであった。同計画の終了を受け、現在セネガル政府は教育省を中心に、PDRH2

ではカバーされていなかった職業・技術教育や、これまで援助機関の関心も薄く政府の政策も

確立していなかった中等教育を含んだ、より包括的な教育セクター開発10年計画を策定中であ

る。 

 基礎教育に関しては、セネガルが同分野の国連アフリカ特別イニシアティブ（UN Special 

Initiative for Africa：UNISIA）のテスト国に選ばれ、他の教育レベルに先立ち、10年計画の策定

はほぼ完了している。同時に、世界銀行の協力を得て、教育セクター投資計画（ESIP）の策定 

 

 
20 地方分権を踏まえ「地域のニーズに応える教育」の実現のため、25%は地方政府が独自に策定できる新カリキュラムがほ
ぼ完成している。初等教育第 1年次からフランス語を指導言語とすることは、長い間見直しが叫ばれてきたが、国語への
転換は難しいようである。 
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準備も政府内で行われており21、セネガルにおけるSWApの全貌が明らかになるのは1998年末ご

ろであろう。 

 

４－２－２ 基礎教育10年計画（1998～2008） 

 基本的には、1995年に基礎教育・国語担当省がまとめた「セネガルにおける基礎教育普及の

ための政策と行動計画」を踏襲している。骨子は以下の３項目である。 

 

 ① 2008年までに初等教育就学率95％の目標達成 

 ② 基礎教育の質的改善 

 ③ 効率的で一貫性のある基礎教育行政の確立 

 

 計画策定・実施・評価などすべての局面で「地方分権型・参加型」アプローチの実践をめざ

し、国民の教育開発に対するコンセンサス形成に努める。 

 ①～③の目的達成に向け、具体的な行動計画（1998～2002）がすでに策定されており、各項

目を資料６（p.88）にまとめた。ここでは、特に日本の援助に関係があると思われる「教育機

会の拡大」の部分を抜き出し、概要を述べる。 

 

  (1) 教育機会の拡大のための行動計画 

    1) 教室建設 

学齢期人口の年平均増加率を4.3％と推定した場合、2008年に初等教育の完全普及を

ほぼ達成するためには10年間で160万人の就学者の増加が見込まれる。クラス当たりの

生徒数の平均を57人とし、今以上に二部制授業数が増えないと仮定すれば、約1万7000

教室、1年間では1700教室の新設が必要となる。 

 現在、すでに多くの援助機関の支援を受け年間約1000教室が増設されているが、今後

はコストを下げ、より多くの教室が建てられるよう、現地調達材料を用いた低価格モデ

ルを確立する。 

 

    2) 教室の有効利用 

現在、二部制授業・複式学級の実施により教室の有効利用を図っているが（対象者は

 
21 ESIPに関しては、世界銀行やUNDPなどが「援助資源の有効活用・配分、セネガルの現状に即した援助を考えた場合、援助
機関側の統一アプローチによる援助協調が必要」との見解を表明しているが、「統一」や「援助協調」の度合いについて
は不明。セネガルの場合、教室建設だけを取り上げても、DACに属さないOPECやイスラム開発銀行 (ジュルベル・ジガン
ショール・タンバクンダ・コルダの４州で690教室の建設を予定している)、世界銀行とは意見を異にするAfDB、独自のア
プローチで成果をあげているCIDAなど多種多様な援助機関・援助形式があるため、ESIPが今後どのように展開していくの
か、現時点では予測がつかない。 
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全就学者の約３割）、①一部制と比べ学習時間が少ない、②教員の負担増などの問題が

指摘されている。①については授業日数を増やす、②に対しては特別手当てを支給す

る、などの対策を講じ、今後とも施設の有効利用を進める。

　　　 3) 教室の改修

既存教室のうち約半数（47％）に改修工事が必要と推定されている。今後、施設の

修理事業は地方自治体に移管されていくため、中央の教育省から自治体への建物診断

や改修費見積もりなどの技術移転を行う。

　　　 4) 教員増員

教員の雇用には経費がかかるので、厳しい財政事情のもとでは、そのような「高価

な」教員を援助機関が建設する教室数に見合うだけ供給することは不可能である。こ

の現状を踏まえ、政府は「ボランティア教員の導入」政策を打ち出し、その結果、約14

万人の児童に就学機会が与えられた。今後は、現行の採用制度に加え、ボランティア

期間終了者の契約教員への移行をあわせて実施し、「より安価な」教員の量産を続け、

持続的な教員採用を行っていく。

　行政職にある教員の教育現場への復帰に関しては、1980年代後半に一度実施してい

るが、配置転換された教員の動機づけや技能に問題があり、「教育の質の低下」の一因

となった。この教訓を活かし、再度の実施に際しては、対象者の資質・能力を見極め

たうえで現場復帰させるシステムを確立する。

　以上の行動計画とあわせ、留年制度の見直しや教員養成校の収容能力アップと機能

強化があげられている〔資料６（p.88）参照〕。
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第５章 セネガルにおける小学校教室建設計画の評価 

 

５－１ セネガルにおける小学校建設の概要 

 セネガルにおける日本の小学校建設は、1992年22に開始された。第一次計画では、ダカール州

に186の教室を建設し、備品を供与した。第二次では、対象州を広げ、ダカール州とティエス州に

それぞれ248教室／264教室の合計512教室を建設した。第三次も、すでにＥ／ Ｎが締結されており、

Ⅰ・Ⅱ期をあわせて490教室の建設が予定されている〔表５－１（次頁）参照〕。 

 第一次では、既存校での建替え中心の教室建設（建替教室の割合は72.6％）であったが、第二

次では農村部における新設校の建設と都市部における既存校での増設が多くなった（建替教室の

割合は32.8％）。第三次でもこの傾向は続いている。表５－２（p.40）には今回の評価の対象とな

ったセネガルの第一次のプロジェクトの概要を、基本設計調査報告書からPDMにまとめた。 

 プロジェクトの成果として、①増築による教室の増加、②教室建替えによる学校施設の改善、

③校長室・倉庫の設置による学校の運営能力の向上があげられている。第二次・三次の計画では、

事業内容にはほとんど変化がないものの、第二次から取り入れられた「住民参加」や第三次で試

験的に実施される「村落給水計画」とのセクター間連携など、新しい試みが導入された。 

 日本のプロジェクトとほぼ同時期に、ダカール州では、フランスのNGO“Aide et Action”（以下、

A＆ A）が新設81教室／改修15教室を、ティエス州では、A＆ Aが34教室新設／８教室改修、OPEC

が65教室新設／115教室改修を行っている。 

ダカール・ティエス両州とも、人口ではセネガル全10州中１／２位を占め、激しい人口流入の

ため人口増加率も全国平均を上回っている23。このため、日本をはじめとする援助機関の協力に

もかかわらず、1990年代に入り施設などの供給面が人口増加に追いつかなくなり、就学率の減少

につながった〔図５－１（次頁）参照〕。最近になり減少傾向に歯止めがかかったものの、1990

年の水準には達していない。 

 図５－２（次頁）は、両州の最近の入学率の推移を示す。入学者数の推移は教育機会の拡大を

示すひとつの指数であり、ダカール州では、1995/1996年度から1996/1997年度にかけて86.5％か

ら88.4％と改善がみられた。これは、日本およびA＆ Aの新設教室引渡期と対応しており、同州に

おける日本の教育機会拡大への貢献を表しているといえる。ティエス州では1994/1995年度から

1995/1996年度にかけて、入学率が49.2％から57.4％と大幅に増加している。この時期、日本はテ

ィエス州では教室建設を完工しておらず、OPECなどの教室建設が原因と考えられる。加えて、

女子の入学率のめざましい増加は、同時期にPDRH2の一環として行われた「女子の就学促進プロ

ジェクト」に負うところが大きい。教室の引渡し時期を考えれば、同州で日本の教室の量的なイ

ンパクトが発現するのは、1998年度からと推測できる。 

 
22 ここでは E/N年度ではなく、着工の年度を用いる。 
23 学齢人口でいえば、それぞれ全体の 20.1％／14.6％であり、その増加率も 4.2％／4.7％と高い。 
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表５－２ 日本のセネガル小学校教室建設計画（1991～1992） 
（ ）内E/N年度 

プロジェクト概要 指標 指標測定法 重要な外部要因 

上位目標 
全国レベルでの初等教
育の拡充 
(第８次国家経済社会開
発計画） 

 
就学者数の増加、就学
率・成人識字率の向上 
(就学率→65％／1995) 
 

 
教育省および各州・
県視学官事務所の
統計データ 
 

政府が教育の量的拡大、
質の改善を継続的に推
進する。 
効果的なドナーのサポ
ートが続く。 

プロジェクトの目標(効果) 
1.都市部(ダカール州) 
 における就学率の向上 
2.過密教室の解消 
3.教育環境改善 
 

 
同州の就学者数・就学率 
 
１クラス当たりの生徒
数の緩和、留年率の低下、
修了試験合格率の上昇 

教育省・ダカール州・
各県視学官事務所
の統計データ、 
同州におけるアン
ケート調査 
 

 
教育の質の改善をめざ
すさまざまな措置が取
られる。 
 
 

プロジェクトの成果 
1.教室の増加 
2.学校施設の改善 
3.学校の運営管理能力
向上 

 
 

対象校：44校 
51教室を増設 
135教室を建替え 
校長室・倉庫を設置（25
校） 
 
 

 
同プロジェクト総
合報告書 
対象地区における
アンケート調査 
 
 

増設教室に教員が配
置される（35人程度）。
日常のメンテナンス
(掃除)を継続的に行
う農村部からの過度
の人口流入が起こら
ない。 

プロジェクトの活動 
1.既存施設撤去工事、敷
地・外構工事（セネガ
ル側） 

2.施設建設のための資
機材を調達、輸送、供
与および施設建設、実
施設計（含む入札契約
業務、施工監理業務）
（日本側） 

日本側負担事項に含ま
れない備品などおよび
教育機材の投入（セネガ
ル側） 

投入 
日本側 合計：17.96億円 
建設費：15.80億円 
a) 直接工事（11.59億円） 
b) 現場経費（1.53億円） 
c) 共通仮設など（2.68億円） 
機材費：1.07億円 
設計･監理費：1.08億円 
 
セネガル側 合計：2億1418万1千CFA 
既存施設撤去・整地工事：1330万CFA 

 
 
 

 

   

前提条件 
カウンターパート省
に、関連省庁・ドナー
に対する十分な調整能
力がある。政府はプロ
ジェクトに必要な資
金・技術・人員を配置
する。 

(注) このPDMは、協力の内容を整理するために調査団が基本設計報告書から作成したものである。 

   無償資金協力調査部は、無償資金協力はプロジェクトの投入の一部にすぎないという考え方であり、この

PDMは同部の合意が得られたわけではない。 
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 前述した人口的制約要因のため、現在のペースで日本の教室建設が継続されても、ダカール・

ティエス両州における就学率の顕著な伸びなど、目に見える形で効果が発現することはないかも

しれない。しかし、両州は、セネガルのなかでも最も都市化が進み就学の需要も高く、1）都市部

では、①建替えを増設に切り替える、②人口密集地には２階建て校舎を導入する、2）農村部では

新設校の開設に重点を置くなどすれば、よりいっそうの成果も期待できる。 

 資料４（p.85）のとおり、教室建設に携わる援助機関のなかで改修を行っていないのは日本の

みであった。限りある援助資源（資金）と、人口圧力により増大する需要への対応の２点を考慮

した場合、手を加えれば使用が可能になる既存校舎については、建替えよりもむしろ改修を考慮

する合理的な視点が必要である。 

 付帯施設の面でも、世界銀行が他機関に呼びかけているように、今後はトイレや給水施設の設

置が学校施設援助の標準となる可能性もある。他の西アフリカ諸国では、日本は教室建設計画で

トイレの設置を組み込んでおり、セネガルでも十分対応可能であると思われる。 

 

５－２ 他援助機関の小学校建設プロセスの比較 

５－２－１ 住民参加の必要性とその効率性 

  (1) 住民参加の意義と住民組織化手法  

セネガルの現状を考えたとき、初等教育の拡充をめざすうえで重要なことは、①教育の

必要性について国民のコンセンサスを形成し、②地域住民の学校運営・管理への参加を促

し、③地域と学校の交流の活性化により地域の需要が教育内容に反映されて①の理解の深化

につながるという、持続的なサイクルを確立することである。この端緒として、教室建設時

（あるいはそれ以前の建設計画策定時）からの住民参加の促進は意義のある試みといえる。 

 セネガルで小学校建設プロジェクトに「住民参加型アプローチ」が導入されたのは、1980

年代後半に開始された世界銀行の「教育４」計画からである。当初は、十分な啓蒙活動も

ないままに、建設資金の一部負担が住民側に義務づけられ、以後、世界銀行は住民参加に

まつわる幾多の試練を経験することになる〔BOX2（p.44）参照〕。現在では、資金や労力の提

供といった教室建設への直接参加よりも、建設後の保守管理を視野に入れたオーナーシップ

の形成に力点が移ってきている。今回の調査で世界銀行にインタビューした際にも、日本が

実施している塀などの付属設備の建設による「象徴的」参加への移行を認める発言があった。 

 教室建設への直接参加であれ象徴的参加であれ、住民を参加へ導く過程が重要であると

いう認識に立ち、世界銀行・KfW・CIDAなどの援助機関は、IEC（Information, Education and 

Communication）活動24や組織づくりのノウハウを持つNGOとの連携を図っている。CIDA

 
24 啓蒙・普及活動のこと。よい方面への行動の変化をもたらすための方策であり、対象者が問題に気づき、知識を増やし、
賛同し、最後に行動変容が起こることをめざしている。 
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の資金でサンルイ州を対象に初等教育開発プロジェクトを実施しているカナダのNGOで

あるFondation Paul Gerin Lajoie（以下、FPGL）は、以下のように住民組織化を実現している。 

① 段階的に住民の意向確認と啓蒙活動を積み上げていき、住民組織をつくりあげる。 

② 集会開催・サイト決定などを住民主導の形で行う 

③ NGOメンバーは参加はするが前面に出ることなく、IDENと住民との協議で全過程を

進めていく〔詳細は資料８（p.94）参照〕。 

 IDENへの、IEC活動や組織化に関する技術移転は、NGOメンバーによって事前に行われ

ている。また、教室建設に先立ち、住民側が提供可能なもの（資金・資材・労力）とプロ

ジェクト側が提供するものを明確にし、住民側・プロジェクト側双方の負担分を明文化し

たうえで合意書を取り交わす。建設工事中は、地域の企業家・技術者・職人を雇用し、地

域経済への貢献を図る。工事に参加する側とそれを指揮する側が同じ地域の住民であるた

めに、コミュニケーションが十分になされ、工事もスムーズに進むとされている。そして、

建設終了後は、住民組織・児童・教師の代表に維持管理マニュアルを配布すると同時に、

セミナーを開催し、地域が学校の運営・維持管理に責任を持つよう態勢を整える。 

 FPGLはこの手法で住民参加を促進し、３年間で建てる予定であった140教室を１年で完

工し、260万CFAと見積もられていた建設コストも、20％は住民が負担したため、プロジェ

クト負担分は約200万CFAとなった。さらに、余剰金が教室の新設に用いられ、予想以上の

成果が得られた。 

 日本の教室建設でも、第二・三次では「門塀・便所などを住民負担工事とする」など、

付帯施設建設に住民参加型の試みが導入された。しかし、住民への啓蒙活動・組織化はセ

ネガル政府の担当事項25とし、基本設計調査報告書にも具体的な手順は示されていない。 

しかしながら、最近の協力では住民集会を開催するなどによる住民への働きかけを行って

いる。 

 

  (2) 住民の労働提供と利点・問題点 

 FPGLと同様に地域住民の参加を得ながら教室建設を行っている現地NGOであるENDA

は、世界銀行資金による小学校建設を、AGETIPを通じて請け負っている。民間業者に比べ

請負額が10％低く抑え、工事を特命で受注している。「10％分は、NGOが住民参加を促進

することにより、住民からの提供でカバーする」というのが、世界銀行の意図するところ

である。 

 
25 二次基本設計調査報告書には、「門塀、便所など付帯施設の建設を、国民教育省の責任において住民に行わせ」と記され、
住民協力によるセネガル側負担事項が明記されていた。三次基本設計調査報告書では、「新設校の学校委員会の設立を指導
する」「住民の役務提供または資材・資金提供による門塀の建設について指導的役割を果たす」の２点が教育省によりなさ
れるべき「課題」としてあげられている。 
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 ENDAは、小学校建設を直営とする、または、地方の労務請負業者に住民参加の条件で

孫請けさせる方式のいずれかを選択している。孫請けさせる場合ENDAはその請負業者に

資機材を支給し、ENDAが住民労働力への技術指導と工程・品質管理に関与する。 

 住民による労務分担は、男性は土工・大工・鉄筋工・ブロック積み・左官であり、女性

は水運搬・骨材・材料運搬・清掃などである。鋼製建具・屋根等の金属加工、ペンキなど

はENDAの直属工が担当する。住民労働力の効率改善のため、住民のなかの大工・鉄筋・

左官に対しOJTにより技術移転を図る。そして、つねに住民との対話を心がけ、よい工事

環境を確保するほか、設計改善のヒントを住民から得ることもある26。 

 次に、関係者との協議や現場訪問を通じて明らかになった住民参加（特に住民の労務提

供）の利点と問題点を述べる。 

    1) 利点 

     a) セネガルの住民労働力は良質である。 

FPGLの施工により、1997年に完成したサンルイ地区の３小学校およびENDAの１小

学校を視察した限りでは、いずれの建物も大工・左官などの職人のレベルは専業並み

に施工品質が高かった。今回の調査期間中、住民施工によるブロック積みの塀や建物

ブロック積みを数多く観察したが、総じて施工品質はよく、小学校教室には十分な水

準にあることが示されている。また、ENDAの説明では土工・大工・左官・ブロック

積みなどの主職業種は小学校の建設地住民でほとんどまかなえるとのことであった

(足りない場合は、ENDAが補充する)。 

 セネガルにおいては、小学校建設の駆体築造・木工事・左官などの仕上げの主職部

分は、おおむね住民の労働力でカバーすることができる。しかも、住民労働力の施工

品質がよく、コストが安く、労働力が豊富であれば、セネガルにおける住民労働力は

利用に値するといえる。 

     b) 建設中から「教育」が始まり、みずからの学校であるという意識が生まれる。 

住民参加の小学校建設は、「小学校を、住民のために、住民みずからの力によって

建てる」という住民の決意のもとで建設が始まる。 

 

    2) 問題点 

     a) 住民参加は事前準備が必要である。 

ENDAは、前述のとおり、長期間の経験とノウハウの蓄積によって住民の人脈網を

 
26 たとえば、住民から教室の床コンクリート/モルタル面をタイルにしたいとの要望があり、その後研究を重ねた結果、現地
産タイルで１教室当たり300USドルで施工可能との見通しがついた。近々AGETIPにこのアイデア実現の申し入れをする予定で
ある。 
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形成した。FPGLは、当初３年間で140教室を作る予定を１年間で完了させたが、この

大幅な予定短縮は住民への啓蒙期間の短縮によると思われる。 

 同NGOの幹部によれば、最近の着工前啓蒙期間は３週間程度で済むとのことである

が、これは事前の長い準備・試行期間によってもたらされた結果と思われる。以上の

事実が示すことは、現在の住民参加による工事成功の前に、長期にわたる準備期間と

経験の蓄積が必要ということであろう27。 

     b) 工事契約に不確定な要素が含まれる。 

日本のように、一括請負方式をとる場合、住民労働採用という条件は工事施工への

一種の不確定要素であり、日本の契約方式になじみにくい。 

 

５－２－２ 他援助機関・教育行政官・施設使用者の意見 

  (1) 他援助機関 

 セネガルで小学校建設を行っている援助機関（世界銀行・CIDA）28と教育分野に関係の

深い国際機関（UNICEF・UNESCO・UNDP）を訪問し、各援助機関のアプローチや日本の

協力について意見を聴取した。  

 前述のとおり、世界銀行・CIDAとも、直接あるいは間接的にNGOを用い教室建設を行っ

ていた。世界銀行の場合は「住民参加にかかわるこれまでの苦い経験」の結果としてロー

カルNGOの活用に至り（BOX2参照）、CIDAの場合は協力形態・規模の制約を受けつつも

効率のよい援助をめざし自国のNGOの活用におよんだ。  

 

BOX2  教室建設に関する世界銀行の試行錯誤 

 世界銀行のセネガルにおける小学校建設が本格的に始まったのは「教育４

(Education4）」プロジェクト（1987）からであった。同プロジェクトでは、教育省を実

施機関とし建設を進めたが、「工期が遅れる」「透明性に欠ける」などの問題に直面し、

続く「教育５」（PDRH2）プロジェクトにおいては、非営利の非政府組織AGETIP（雇

用促進・公共事業団）に設計・入札・発注・施工管理を担当させた。 

 PDRH2開始当初は、地域住民に教室建設コストの25％の資金負担を求めた。しかし、

世界銀行のサイトは現金収入の少ない貧困層が多い農村部にあるため、住民の賛同が

得られず、着工不可能の状況が続いた。事態打開のため、世界銀行は住民負担分を10％

まで削減したが、CFAフランの切下げにより住民の経済的困窮は深刻化し、資金集め 
 

 
27 ENDA のチーフエンジニアに住民参加の問題点を質問したところ、件数は多くはないとしながらも、村の反対派対策、やる
気のない住民による労働の２点があげられた。この種の問題解決のために、村長や村の実力者との連携は重要とのことで
あった。ENDAは最後に住民参加は「根気のいる仕事だ」と説明した。 

28 人的資源開発 2 の一環として小学校建設を実施している援助機関には、ほかにも KfW・OPEC・AfDB があるが、いずれも
セネガル事務所を置いていない。 
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はいよいよ困難を極めた。そこで、世界銀行の打ち出した対策は、金銭での参加では

なく、建設コスト10％相当の労力や物資の提供を住民に求めるというものであった。

しかし、組織化に向けたIEC活動もなく、教育省から派遣された「技術顧問」や都市部

の職人たち「よそ者」が住民の動員・指揮にあたったため、反感を買い、住民たちの

サボタージュにつながった。 

 このように紆余曲折を経て、工事が始められたのは、プロジェクト開始より２年余

が経過した時点であった。世界銀行にとってのあやまちは、十分なサイトの現況調査

や住民との対話もせずに、上から「押しつける」方式で一律に住民参加を課したこと

であり、意図したオーナーシップの形成を達成できなかったばかりか、「学校に対する

負のイメージ」を住民側に植えつける結果に終わった。 

 これらの苦い経験を通し、世界銀行が到達した結論は、建設アプローチの多様化、

つまり、IEC活動のノウハウを持ち、地域密着型活動を得意とする「NGOの活用」であ

った。世界銀行はNGO活用の効果として、①建設コストの削減、②サイトごとにアプ

ローチを変えられる柔軟性をあげており、建設ペースもそれまでの遅れを取り戻し、

年間1500教室の建設が可能であるとしている。 

 

 先に述べた住民参加とも関連するが、地方分権の流れをくみ、自治体やIDENなどの地方

組織の重要性を各援助機関は認識している。実際に、CIDAやUNICEFは、初等教育プロジ

ェクトの実施に、IDENをカウンターパート機関としており、IDENへ技術協力も行ってい

る。 

 初等教育の場合は特に、地域と学校のかかわりを通じ住民のニーズを教育に反映してい

くことが、学校教育への理解、ひいては就学率の向上につながる。その際、各校の校長が

キーパーソンとなることはいうまでもないが、地域に密着しながらも校長より広い視野で

学区を見渡せ、住民の要望を聴取するIDENの役割が、今後ますます重要になってくるとす

る援助機関が多かった。 

 今回面談した各援助機関の教育プロジェクト担当者のうち、日本の協力についてよく知

っていたのは世界銀行とUNESCOのみであった。両機関からは、「コストが高い」という意

見に加え、「都市部での住民参加方式を確立すべき（世界銀行）」、「日本はこれからも都市

部中心に建設を続けていくべきではないか。その際に、２階建て校舎の導入や教育の質向

上につながる教材などの提供も考慮に入れるべき（UNESCO）」という意見があった。 

 また、ギニアにおけるJICAプロジェクト形成調査団にも参加し、セネガルにおける日本

の教室建設についてもよく知るUNESCO専門家からは、「日本の調査団が来るたびに意見を

求められるが、その意見が反映され、日本の（教室建設）プロジェクトが変わったという

印象は受けない」とのコメントがあった。資料９（p.95）に各援助機関とのインタビュー

内容をまとめる。 
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　　(2) NGO

　ダカール州において自己資金で小学校支援を行っているA&A、およびCIDAの資金でサン

ルイにおける初等教育プロジェクトを担当しているFPGLは、一部住民負担による教室建

設を行っており、建設とともに、PTA・地域住民への啓蒙活動、教員の養成、教科書や教

材の提供など、総合的な支援をめざしている。また、学校と地域のかかわりを最重要課

題とし、交流を通じ地域の意見を教育内容・学校運営に反映させ、地域に溶け込んだ学

校の創設、つまり、地域が学校に対し責任を持つことを最終目標としている。このオー

ナーシップ形成の一環として、教室建設への参加を位置づけている点でも共通している。

　両組織とも、都市部・農村部で協力活動を展開しており、「農村部のほうが住民参加は

得やすい」という共通認識を持っている。「都市部と農村部では建築様式を変える

(A&A)」、「都市部と農村部では住民参加の方式を変える。農村部では物資・労力提供、都

市部では資金提供の割合が高くなる(FPGL)」と、NGOの柔軟性がうかがえる意見も述べら

れた。

　援助機関の協力に関しては、「日本はダカール州・ティエス州でともに教室建設を行っ

ている29が、アプローチの違いにもかかわらず、心配されたような負の影響や大きな問題

は起こっていない。しかし、日本の教室は農村部の現状にはそぐわない（A&A）」、「OPEC・

AfDBがサンルイ州で小学校建設をする計画があったが、先に教室建設を始めていたFPGL

の哲学（特に住民参加に関する）とは大きな隔たりがあり、両援助機関は同州から撤退

することになった(FPGL)」と異なる意見が聞かれた。しかし、いずれの意見も、自己の

経験と実績に対する自信に裏打ちされたものであった。資料10（p.98）に各NGOとのイン

タビュー内容をまとめる。

BOX3  セネガルにおけるNGO

　セネガルでは、国際／現地を問わずNGOの活動が大変に盛況である。ここで取り上

げた２つのNGOは資金源をセネガル外に持っており、欧米諸国の政府や市民により支

えられている。ENDAは、セネガルを本拠地とする現地NGOであり、他のアフリカ諸国

に支部を持つ国際NGOでもある。活動資金獲得のために、援助機関相手のコンサルタ

ント業務や前述のとおり建設などの下請けを行い、われわれが抱くNGOのイメージよ

りも「専門家集団」や「企業体」に近い性質を持つ。貴重な資金を有効活用するため

に必要なマネージメント能力は、教室建設における工期厳守や品質管理手法に現れて

おり、それを支えるのが、さまざまな専門性を有する質の高いスタッフである。A&A

やFPGLの欧米NGOも、責任者以外はすべてセネガル人スタッフで運営されている。

29 日本・ A&A とも、ダカール州ゲジャウエイ・チャロェイ・リュフィスクとティエス州ンブールとに協力サイトを持つ。
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  (3) 教育行政担当者 

 国民教育省（MEN）では、各局から提出される政策・計画を取りまとめる任にある計画・

教育改革局（DPRE）局長、初等教育の担当局就学前・初等教育局（DEPEE）局長、PDRH2

の調整を行う調整室（UCP）局長、および、教育省の予算・人事管理をつかさどる総務機

材局（DAGE）局長、その下部組織であり施設建設・維持管理を担当する学校建設機材部

(DCES)部長に面談し、意見を聴いた。加えて、日本の協力対象校を学区内に持つ教育省

の県視学事務所（IDEN）で、県視学官あるいは計画立案担当官に「日本の協力について」

の意見を求めた。 

 MENでは、全局長が、日本の教室のコスト高を示唆しつつも、「堅固さと建物の質の高

さでは、他の援助機関の教室を凌駕している」「大変に美しい」と一様に高い評価をして

いた。加えて、日本の建設の工期厳守を利点としてあげたが、これは、世界銀行などの援

助機関の教室が、「セネガルの現状にそぐわない住民参加方法を導入したため、工期が大

幅に遅れた〔BOX２(p.44)参照〕」ことと対比して述べられたものである。日本が第二次で

採用した塀など付帯施設建設を通じての住民参加方法に対する評価も高く、日本の協力へ

の批判的な見解は、ほとんど述べられなかった。唯一、日本の教室建設をよく知るDCES

からは、「建物の強度やローカルゼネコンとの契約方法などを見直すことで、建設コスト

の削減努力をし、より多くの教室建設あるいはトイレなどの付帯施設の充実につなげるこ

とが望ましい」との提言がなされた。 

 教員の配置計画については、ボランティア教員も含め年間1700人の新規採用があること

日本の協力対象州であるダカール・ティエス両州は教員が過剰であることをあげ、教員供

給には問題がないことをDPRE・DEPEEの両局長とも明言した。 

 しかしながら、教育現場に近いIDENの行政官の意見はこれとは異なり、ダカール州でも、

農村部では教員不足があることを述べた。スクールマップを作成するIDENの立場では、「他

と比べ建物の質が高すぎる」日本の教室を学区内でどのように配備するかが頭痛の種であ

り、その品質が、学校間・同一校内での教室間の格差・差別を生み出す原因となっている

と分析する。これは、実際、調査団が訪問した日本の協力対象校で得た印象と合致するも

のであった。また、各IDENに学校関係者から多く寄せられた意見として「ドアや窓は木製

のほうがよい」、「黒板は緑よりも黒く塗ってほしい」、「日本の教室から机・椅子を移動し

他教室の備品不足を補っている」などがあげられた。 

 インタビューの詳細は資料12（p.105）にまとめる。 

 

  (4) 施設使用者 

 日本の建設した教室には、他援助機関のものに比べ、現地の自然条件を考慮して通風・
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採光などをよくするため設計上の工夫がなされている。これは、国民教育省関係者らとも

協議した結果ではあるが、必ずしも教室の使用者（教員・児童）には評価されていない。 

 たとえば、採光をよくするためにガラスブロックを壁の上部に設けているが、ある小学

校では光が黒板に反射するので段ボール紙で覆っているということであった。砂の流入を

防ぐために床面を少し高くしているのも日本の特徴であるが、これにより教室が使いやす

くなったという声はほとんど聞かなかった。また、教室内の気温を低くするため通風をよ

くするよう、窓には鋼製可動ガラリが使用されているが、屋根材が亜鉛鉄板で天井もない

ために非常に暑いとの意見が多かった。 

 日本の基本的な設計方針である、「施設はセネガルの小学校の現状を踏まえ、必要にし

て十分な範囲で、できる限り経済的で維持管理の容易な設計とする」ことは妥当であるが、

教室の使用者である教員や児童からの意見を日本側で集約して教育行政担当者との調整

を図り、設計上の改善を行っていくことも重要である。 

 インタビューの詳細は資料13（p.110）にまとめる。 

 

５－２－３ 付帯施設・機材 

 日本の小学校建設計画では便所などの付帯施設を計画の一部として含めることが一般的で

あるが、セネガルにおいては先方政府負担事項として整理されており、日本側協力の対象とし

ていない。したがって、いわゆる教室棟という必要最小限の施設だけを建設してきたことにな

る。これは本調査対象である第一次計画のみならず、最近の第三次まで一貫している。 

 基本設計報告書をみる限りにおいては、便所の必要性は認識されているが、下水道あるいは

上水道などのインフラが整備されていない（第一次）ことを理由に、対象外とされている。こ

の理由は、他のアフリカ諸国での計画においては同じような状況のなかで多くのサイトで便所

の建設が行われていることからすると妥当性を欠くが、教室建設を最優先したいというセネガ

ル政府の意向と、その当時の主流であった「住民参加」や「コストシェアリング」の流れを受

けたものと推定される。 

 他方、世界銀行やA&Aなどの他援助機関の多くでは、便所建設を教室建設とあわせて協力対

象としている。CIDAの資金を得て教室建設を行っているFPGLは、便所や塀に対する資金的協

力は行っていないが、それらの付帯施設を住民により自主的につくれるような制度づくりに重

きを置いている。このような他援助機関の流れからすると、教育財政がほとんど破たんしてい

る状況で、日本側が自助努力としてセネガル政府の負担を求めるのはあまり現実的ではなく、

何らかの実効性のある方策を考えることが必要である。 

 便所を計画に含めなかったことが妥当であったか否かについては評価が難しいが、小学校現

場での使用者である教員や児童の意見をどの程度反映させた計画になっているかは、振り返っ
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てみる必要がある。直接の受益者の小さな声を集約する役割は、本来セネガル側の担当省が担

うべきであるが、現実的には調査段階で日本側から現場のニーズをくみ取った計画内容を提示

することが必要であろう。 

 今回の学校現場での面談調査でも明らかになったように、このような付帯施設の建設に関し

ては、特に教育現場でのニーズが十分に反映されていないことが危惧される。あるいは、セネ

ガル側は、日本側の事業費（供与額）は基本設計調査の前段階ですでに確定しており、決めら

れた金額の範囲内で設計するのだろうとの誤解があるかもしれない。学校の機能として便所な

どが本当に必要不可欠なものであるのであれば、仮に教室数を減らしてでも計画の対象に含め

ることを検討する必要がある。 

 日本側の協力により建設された教室には、それに付随する機材である机・椅子・戸棚などが

供与されているが、最近の他の西アフリカ諸国での計画では教材的要素のある教室備品を含め

ていることが多い。その実効性は定かでないが、技術協力を教室建設に組み込めない日本の現

状からは、これらの教室備品に関して学校側の意向を十分加味したうえで、その必要性と教育

効果について議論を進めていくことも期待される。 

 

５－３ 他援助機関の小学校建設との比較 

 小学校建設においては、低コストの教室をいかに効率的に建設するかが、いずれの援助機関に

とっても大きな課題である。そのため、地域住民にコストの一部負担を求めたり、NGOを積極的

に活用するなどの方策が他援助機関ではとられてきている。 

 日本は、工期や品質といった無償資金協力制度の基本的要件を確保しつつ、資材の調達や設計

の面でこれまでかなりの努力を払ってきた。一方、工期の厳守や資材のすべてが現地調達である

ことからくる為替の差損といったリスクがすべてコストに反映するという事実が厳然と存在する。

したがって、さまざまな制度的制約を考慮することなく他援助機関と日本の建設コストを比較す

ることは、時として無意味であることもある。他方、これまで日本のコスト低減策は、これらの

制度的要因を理由に基本設計調査段階で十分に行われてこなかったのも事実であろう。 

 ここでは日本と他援助機関の建設方法について、実施形態・品質比較・コストの比較などを試

みた。 

 

５－３－１ 小学校建設の実施形態 

 セネガルでは、日本のほかに世界銀行・AfDB・KfW・OPEC・CIDA・A&A(NGO)などが校舎

建設を実施している。実施の形態は次の４種類に大別される。 
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  (1) 教育省・業者請負契約方式 

 OPECとAfDBが採用している方式である。OPEC・AfDBは教育小学校建設機材部（DCES）

を通じて建設業者の間で請負契約を結ばせ、これに資金協力をする方法をとっている。工

程監理は州の技術顧問（CRT）が行う。日本もこの方式に相当するが、建設業者は日本法

人に限定されており、監理も日本のコンサルタントが行っている。 

 

  (2) 教育省（UCP）・AGETIP・業者・NGO請負契約方式 

 世界銀行・KfWが採用している方式である。AGETIP1にコンサルタント業務を委託し、

ローカルの中小企業やENDA・AFRICAREなどのNGOと請負契約を結ばせてこれに資金協力

を行っている。教育省は実績のあるNGOと特命随意契約を行っている。ただし、一般業者

による受注相当額から住民負担分の10％を減じた金額で請け負うことを条件としている。

受注したNGOは、啓蒙活動による住民参加を促すことにより住民協力を引き出している。 

 

  (3) 援助機関・NGOの契約方式 

 CIDAの協力2は、カナダのNGOであるFPGLを通じて行われている。FPGLはサンルイ地

域で過去25年間多くの分野での協力活動を実施してきており、学校建設もその活動の一部

として行われている。学校建設に先駆けて学校を取りまくコミュニティーの啓蒙活動が行

われる。FPGLは中央を通さず地方と直接活動を行っている点で上記(2)のNGOと異なる。

教育省本省ではなくIDENをカウンターパートとして活動を行っている。 

 

  (4) NGOによる直接実施方式 

 フランスのNGOであるA&Aは、自己資金による小学校建設を実施している。学校建設に

先駆けて啓蒙活動が行われる。 

 OPECとKfW以外は、校舎建設を他の教育協力と組み合わせて実施している。世界銀行・

KfWは、教科書出版・教育統計整備・教育行政能力強化などの活動とともに校舎建設を行

っている。NGOの場合にも同様である。FPGLはリソースセンターの建設、教材の配布、

さらにボランティア教員の給与などの協力を行っている。A&Aは、教科書を市場価格より

安価で協力対象校に提供し、カリキュラムと教材への支援、教員の研修などに加えて、保

健室の整備や養鶏などの学校での収入創出プロジェクトへの支援を行っている。 

 これらの援助機関では、校舎建設に際して住民参加を組み込んでいる。ここでの「住民

参加」の定義は、住民による建設への直接的参加よりも広い観点からの参加を意味する。

 
1 雇用促進・公共事業団：建設関連公共事業に関し、設計・入札・発注・施工管理を担当する。 
2 CIDAの協力は、カナダの団体（企業・NGOを含む）を通じて行う、いわゆる“tied aid”である。 
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つまり、工事への貢献にとどまらず、学校監理委員会をつくり、建設後の校舎の保守監

理へのかかわりなどを含んでいる。今回調査した援助機関の協力では、水を運ぶ、砂利

を集めるなどの作業に加えて、土工事・コンクリート工事・ブロック積み・木工事・左

官工事などに技術を持った地元の職人がかかわっている。

５－３－２　コスト調査の方法

　今回の調査では、工事契約書によって、積算内訳・品質・工期・条件について輪郭をつか

み、次に各項目の内容を、限られた日程を考慮しつつも可能な限り詳細解明する方針を立て

た。NGOによる直接実施方式のものについてはコストに関する内部資料の提示を依頼した。

５－３－３　建設コストの比較

　このようにして入手した資料に基づき、直接工事費による建設コストの比較を試みた。得

られた資料・情報によって、ENDA・FPGL・A&A・EKSBS（セネガルコントラクター）と

は、材料製品価格・労務費・運搬費・技術費・事務所経費・利益に分けて比較を行う「材工

別コスト内訳」、ESMB・ESCI（ともにセネガルコントラクター）とは、土工事／基礎工事／

壁ブロック工事／屋根工事／建具工事／仕上工事／塗装工事に分けての「工種別コスト内訳」

による比較を行った。また資材（素材）単価についても比較を行った。しかしながら、積算

基準の相違などから、これらの比較については精度の高い数値ではなく完全なコスト比較で

はない、との見解が出されたため、建設コストの比較については報告書に記さない。日本の

協力による小学校建設のコストは他の機関の協力に比べて高いという傾向について言及するに

とどめることとする。

５－３－４　品質比較〔資料11(p.99)参照〕

　品質比較対象は竣工後５年程度経過したセネガルの小学校建設の第一次とした。それらの18

校を調査したが、建設サイトが広範に広がっているにもかかわらず、概して施工品質がよく、

かつ均一に監理されていた。ただし、複数のセネガル政府関係者から「建物が美しい」との

評価を得ている一方、セネガルの現状にはなじまないとの声も教育省・他援助機関・住民か

ら多く聞かれた。1960年代に建設された教室や地域住民により建設された教室は、品質劣化

が著しいものも少なくないが、1993年以降に他の援助機関により建設されたものは、それ以

前のものに比較して、品質（設計・施工とも）が向上している。

　日本が供与した小学校と他の援助機関の品質比較は、駆体の安全性においては大差がないが、耐

久性品質においては若干の差が認められる。ただし、教室の耐用年数は、建設後の維持管理

のあり方によって大きく左右される。
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５－３－５ 工期 

 工期の長短は、建設サイトの数や散らばりにより左右されるので一概に比較することは適当

ではないが、日本側は最大67校179教室を単年度で施工することで計画されている（1994年の

基本設計調査）。これに対し、AGETIPの下請けであるENDAは、1995・1996年に農村部で年間

200教室のペースで建設している。CIDAは自国のNGOを活用し、1997年１年間で140教室を施工

している。施工監理の程度の違いはあるであろうが、日本の協力とNGOや中小の建設業者を活

用した他の援助機関との間に、施工能力の差はほとんど認められない。 

 

５－３－６ 西アフリカにおけるセネガルの位置づけ 

 西アフリカ地域で広く実施されている日本の小学校建設計画を評価するにあたり、セネガル

のみを現地調査対象とした理由は、第１章１－３（p.4）に記述したとおりである。セネガルの

事例を西アフリカ地域で行われている同計画に対する評価結果として一般化することには注

意が必要であろう。特に、実際に施工する現地建設業者の技術能力や、世界銀行など先行して

小学校建設を行う援助機関の協力方法など、各国を取りまく状況は異なっており、それらは日

本の協力に対して少なからず影響を与えている。 

 たとえば、セネガル一般の建築技術はかなり水準が高く、小学校の教室程度であれば零細建

設業者でも十分な施工能力を有している。他方、モーリタニアなどでは、一般建設業者の施工

能力は、建設資材の調達が困難なことも相まって、必ずしも十分ではない。そのため、モーリ

タニア政府は、住民参加を義務づけることにより施工が不完全で非常に脆弱な教室が建設され

る世界銀行の協力方式より、日本の協力による堅固な教室建設を強く望んでいる。 

 また、ギニアは西アフリカで最初の学校建設対象国であったが、地方部での建設、他援助機

関との調整が困難であったこと、建設コストが高いことなどの日本の協力方式の弱点が明らか

になり、セネガルなどその後の西アフリカ地域での日本の協力に影響を与え、その教訓をもと

に日本の協力方法の改善も進んできた。 

 セネガルには、これまで西アフリカで日本が行ってきた小学校建設の経験や、そこから得ら

れた教訓が凝縮されている。セネガルの建設業界の水準がかなり高いこと、協力対象を教室に

限定し便所などの付帯施設を対象としないことなど、逆に西アフリカ全体から見れば例外的な

面も少なくない。しかし、第６章で取りまとめる評価５項目の結果および提言については、日

本が小学校建設の対象としたセネガル以外の国々についても基本的には適合するものと考え

られる。 

 



 

－ 53－

５－４ 小学校教室建設計画の効果 

５－４－１ ダカール州における教育統計指数の変遷 

 先に述べたとおり、首都を含むダカール州は人口の面でもセネガル最大の州であり、その需

要を満たすために多くの教育施設が集中している。初等教育に限っていえば、全就学者の

27.2％（女子は29.5％）、施設数では14.1％（私立校は62.3％）がダカール州にあり、教室数

では27.9％（クラス数は30.1％）がある。都市化が最も進んだ州32であるために、父兄が子ど

もを「フランスの学校」33に通わせることに慣れており、就学率も90.8％と全国平均の59.7％

を大きく上回っている。 

 ダカール州には10の県視学事務所（IDEN）があり、視学活動と同時に、学区内の学校が提出

する学校統計を取りまとめ、それに基づきスクールマップを作成し、各校の財政・施設・人事

を管理している。表５－３（次頁）にIDENごとの各種データを、日本の協力開始直前（1991/1992）

と最新のもの（1996/1997）とを比較する形式でまとめる。 

 まず、目を引くのが、ダカールビルをはじめとする５つのIDENで公立校就学者数の低下がみ

られることであろう。逆に、私立校の就学者数は、この５つのIDENに限らず全州で大幅に増加

しており、1996/1997年度には、就学者数に占める私立生徒数の割合は２割強となっている。

原因としては、他州と比べ同州には公務員をはじめ比較的裕福な家庭が多く存在することに加

え、BOX 4（p.55）に述べる公立校への不信感があるためと考えられる。 

 日本の協力が同州に与えたインパクトとして、施設数の変化を取り上げる。表５－３（次頁）よ

り、1991/1992～1996/1997間の同州における公立校教室増加数は372教室であり、その半数以上にあ

たる205教室（55.1％）が日本の協力による増設・新設教室であることがわかる。建替えを含めて日

本の建設した教室数は446教室であり、現在ダカール州の教室の１割が日本の教室ということになる。 

 ダカールメディナを除くすべてのIDENで、公立校の教室当たりの生徒数は低下している。都

市部では、学校密度も高く、通学可能範囲内に学校がないという問題は存在しないため、二部

制授業を導入し、既存校・教室に生徒を効率的に集め、施設の有効利用が図られることが望ま

しい。しかし、これも都市部の問題であるが、他州や州内の学区間での人口流入・流出が激し

く、学齢人口の把握と予測は困難を極める。このため、的確なスクールマップの作成が不可能

となり、既存施設の有効利用を妨げる原因となっている。同様に、公立校におけるクラス当た

りの生徒数も減少しており、半数以上のIDENで、教育省が標準としている57人を下回っている。

これは、「過密クラスの解消」34として教育環境改善の効果があったといえる。一方、過密クラ

 
32 ダカール州の都市人口の割合は 96％で、全国平均の 39％を大幅に上回っている。 
33 公教育機関では、フランス語によるフランス式教育がなされるため学校をこう呼ぶセネガル人が多い。ジュルベル・ルーガ
などイスラム色の強い州では、「フランスの学校」よりもコーラン学校に子どもを通わせる父兄が多く、これらの州では就学
率は低くなっている。 

34 ダカール州に限れば、中学校の過密クラス問題のほうが深刻である。公立校クラス当たりの生徒数が60人であり、教室面積
は小学校と変わらないが、生徒の体格には格段の差がある。2人掛けのイスに3人掛けしている様は、首都圏のラッシュ時の電
車のなかを想像させる。 
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図５－３ ダカール州における留年率・修了試験合格率の推移 

         ＊ 1994/1995 の修了試験合格率データなし                         (出所：国民教育省) 
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スが解消され、それが内部効率あるいは学習到達度の改善につながったという効果は現れては

いない。本調査では、内部効率の改善を判断する指標として留年率を、学習到達度の目安とし

て初等教育修了試験（CFEE）合格率を用いる。図５－３にみられるように、どちらの指標にも

改善はみられない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

BOX４ 公立校を見限る親 

  今回の調査でIDENを訪問した際に、複数の計画担当官（学校統計を集計しIDENレベル

の統計報告書を作成し、スクールマッピングを行う）から「今年度は公立校の就学者数・

入学者数が大幅に低下している。」との報告を受けた。彼らは、1997/1998年度のIDEN統

計を集約している最中であった。原因を聞いたところ、①「メディアを用いた感化活動

が終了したため」、②「今年度の入学受付時期が飛び石連休に重なって、多くの家族が地

方に帰郷し不在であったため」、③「去年の公立校のストライキで、子どもを私立校へ転

校させた親が多かったため」などの見解が述べられた。ほとんどの計画官は、③を一番

の原因と考えており、「親が公立校に愛想をつかした」との発言もあった。1996/1997年

度２学期の途中から、高校生がストに入り、続いて中学生、そしてダカール州では小学

校にまでストが飛び火し、３学期に入っても学校は閉鎖されたままであった。ストが学

年末まで続けば、進級・進学ができなくなるため、業を煮やした親たちは、子どもを公 

立校からストのない私立校へと転校させた。 
 

図５－３ ダカール州における留年率・修了試験合格率の推移 

（%)
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 フランス式に自己主張の強いセネガル人は、事あるごとにストに打って出る。構造調

整政策実施中の現在、「火種」は数多く存在する。教育分野でも、教員待遇の見直しや高

等教育の奨学金削減など火種には事欠かない。そして、都市化されたダカール州では、

情報の伝達速度が速く、１カ所のストがまたたくまに広がる。 

 1997年のストは、３学期終了直前に、生徒が学校に戻り終結した。生徒も「留年」は

避けたかったのだろう。「状況が落ち着くのを待って、再び私立校から公立校への再転入

が始まる」と計画担当官は予想する。 

 

５－４－２ 日本の協力対象校における事前事後分析 

  (1) 調査の概要 

 今回の調査で評価の対象となった日本の第一次小学校教室建設計画協力対象校44校中

40校35について，現地コンサルタントに委託し、統一の質問票を用いた校長へのインタビ

ュー調査を実施した。調査項目には、学校の概要（生徒数・教員数・教室数・授業形態･･･）、

他ドナーからの協力、校舎や教材など学校が抱える諸問題、PTAの活動状況に加え、日本

の教室についての意見も含めた〔資料18(p.166)質問票（和訳）参照〕。 

 調査団側は、インタビュー形式の調査（訪問面接法）の実施を現地コンサルタントに依

頼したが、実際は、調査員が各校を訪問し、調査の目的や質問票の説明をして、後日回収す

る方法（留置調査法）がとられた。また、調査結果の集計には、統計処理ソフトSPSSを用いた。 

 各校へのインタビュー調査に加え、統計データの変遷から日本の協力のインパクトを推

察するため、関係各IDEN36・各校より就学者数・留年者数・修了試験合格者数などのデー

タを収集した。IDENによりデータの保存量・形式に差があるため、IDEN別に学校をグル

ープ化し分析を行う必要があった。IDENチャロイェを除き、分析の基礎となっている学校

レベルのデータは、各校が毎年12月にIDENに提出している統一フォームを用いた学校現状

報告書から引用あるいは計算したものであり、これらのデータをもとに、教育省が教育統

計年鑑を編纂していることを付け加えておく。 

 

  (2) 日本の協力のインパクト 

 次の方法により、日本の教室建設の量的・質的インパクトの検討を試みた。 

① 各校のプロジェクト実施前後の数値の比較 

② 各校の数値とIDEN平均の比較 

 
35 調査団はインタビュー調査対象校を30校とし、その選択を教育省に依頼し、現地コンサルタントがそれに沿って30校のイン
タビューを終了した。しかし、その後、教育省から調査対象校の変更が通知され、10校が他の日本協力校と入れ替えられた。
この10校についても現地コンサルタントは、同様のインタビュー調査を行い、結果として40校の回答が得られた。 

36 日本の協力対象校を学区内に持つIDENで、ダカールバンリュウ・ゲジャウエイ・ピキン・リュフィスク２・チャロイェの５
つのIDEN。 
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    1) 量的インパクト 

 ここでは、就学者数と入学者数の２つの指数を用いて、日本の協力が、就学者数の増

加にどの程度貢献したかを検討する。表５－４は、IDEN別に日本の協力校とIDEN全体

の就学者数、入学者数の増加割合を比較している。加えて、資料14(p.113)の表１／3／5

／7／9に、調査対象40校の就学者数・入学者数・増減などをまとめてある。 

 表５－４より、ピキンを除く４IDENで、日本の学校の就学者数・入学者数の増加の割

合が、IDEN全体の増加分を上回っていることがわかる。 

 資料14の表11(p.123）から、ダカールバンリュウ・ゲジャウエイでは、1991/1992年度

から1992/1993年度にかけて、リュフィスク２・チャロイェでは1992/1993年度から

1993/1994年度にかけて、日本の協力対象校における就学者数の増加がIDEN平均を大き

く上回っている。それぞれ日本の教室の引渡し時期に対応しており、日本の協力による

就学者数増加であると考えられる。 

 第一次計画は、老朽校舎の建替えを中心に教室建設が行われたが、増設に加え、１教

室の収容能力向上と堅固な教室での二部制授業導入により、多くの日本の協力対象校で

は、就学機会の拡大を示す入学者の増加が観測された。しかし、ピキンでは、日本など

による教室増設があったにもかかわらず、IDEN全体、日本の協力校とも就学者・入学者

が減っている。資料14の表５（p.117）より、ピキンの協力対象校７校中、５校で入学者

数の、３校で就学者数の減少がみられる。これらの学校では、教室当たりの生徒数が減

っている。クラス数の増減より、二部制を解消している学校があることがわかる。同様

に、資料14(p.113)の表１／3／7／9 に示すとおり、就学者数・入学者数の増減には、学

校間で大きな差があることがわかる。 

 

    表５－４ 日本の協力対象校とIDEN全体の就学者数・入学者数増加分（％） 

就学者数増加分 
（1991/1992－1996/1997） 

入学者数増加分 
（1991/1992－1996/1997） IDEN 

日本 IDEN 日本 IDEN 

ダカールバンリュウ 79.4 19.4 70.4 28   

ゲジャウエイ 42.8 14.5 18.4*1 14.7*1 

ピキン －7.2 －1.5 －6.6 －8.2 

リュフィスク２ 40.5 25.3 47.9 29.3 

チャロイェ 40.2*2 38.9*2 － － 

＊1：1991/1992～1995/1996の増加分 (出所：国民教育省) 
＊2：1990/1991～1996/1997の増加分（注）IDENチャロイェの日本の協力前のデータは入手できなかった。 
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 セネガルの現状を考えれば、教員・教室などの教育資源の有効利用の観点での二部制

授業は避けられず、基礎教育10年計画にも明記されている。日本の教室建設前後で、教

室当たりの生徒数が増加したのは40校中13校のみであり、ほぼ変化なし（プラスマイナ

ス２）は９校、残りの18校は減っている。また、最近のデータで、日本の協力校の教室

当たりの生徒数がIDEN平均を上回っているのは11校となっている。 

 日本の協力目標のひとつでもある「過密クラスの解消」については、同じ表のクラス

当たりの生徒数の変化を追うことによって推察できる。日本の協力前にクラス当たりの

生徒数が60人を超えていた21校中18校で数値の減少がみられた。 

 量的なデータをみる限りでは、「日本の教室建設により過密クラスは、ある程度緩和

された」といえる。協力後に、１クラス当たりの生徒数が標準とされる57人を超えてい

るのは40校中16校で、IDEN平均を超えているのは13校であった。先に述べたように、過

密クラスの解消はそれ自体が望ましいことであり、その結果期待される内部効率の改善

および学習到達度の向上が期待される。学習到達度については、日本の協力校における

協力前のデータがないため比較することができなかったが、内部効率の改善に日本の協

力は貢献したかどうかを次に考察する。 

 

    2) 質的インパクト 

 内部効率の改善を検証するのは、かなりの困難が伴う。指標として、各校の留年率1を

用いる。あわせて、最近の初等教育修了試験(CFEE)合格率を学習到達度の指標として

収集した。留年者数やCFEE合格者数の学校別データ、特に日本の協力前の1990年代初

頭のデータについては、各校もIDENも保存していない場合が多く、この意味でも、協力

開始時のベースライン調査が重要となってくる。協力前の留年者数は、4IDEN35校で不

完全ながらも入手したが、学校別のCFEEデータは入手不可能であった。それぞれのデ

ータをIDEN別に、資料14(p.113)の表2／4／6／8／10にまとめた。 

 データ入手の問題に加え、その増減の判断が難しいことと、増減の原因を容易に限定

できないことも分析を困難にしている。表５－５（次頁）に、日本の協力対象校の協力

以前・以後の留年率の推移と各年度のIDEN平均をまとめる。IDEN平均の留年率は、比

較的増減の幅が小さく、各年度の数値が揃っているので傾向はつかめる。 

 チャロイェ（T）・リュフィスク２（R）・ダカールバンリュウ（D）ではどちらかとい

えば減少傾向にあり、残り２IDENゲジャウエイ（G）・ピキン（P）は増加傾向がみられ

る。しかし、学校レベルになると、虫食いが多く、数値の上下が激しい。したがって、

 
37 中途退学率も指標となり得るが、学校間・IDEN間・州間の生徒の移動が激しく、転入者・転出者を把握できないため、中退者
との区別がつかない。したがって、教育省の教育年鑑にも中退者に関するデータはなく、IDENもその数を把握していない。 
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ここでは各校の留年数増減の傾向判断は避け、数値の全個数に占める四角で囲まれた数

値の個数を協力前と協力後とで比較する。つまり、前後で、全データ中に占めるIDEN平

均より成績のよい学校の割合を比べる（協力前のデータのないIDENチャロイェは除く）。

協力前は74データのうち33（44.6％）がIDEN平均を下回っており、協力後では79データ

のうち35（44.3％）がIDEN平均以下であった。この比較では、全体的にみて、前後で留

年率に変化があったとはいえない。 

 表５－５（前頁）から、もうひとつわかることがある。四角のつながり具合をみれば、

協力前に留年率の低かった学校は協力後でも就学率が低いということが、比較的はっき

り現れている。これらの学校は、たとえば、校長のリーダーシップと教員の士気や、地

域社会の学校に対する理解など、よいパフォーマンスを支える要因が学習環境以外にあ

ると思われるが、今回の調査ではそれを突き止めるには至らなかった。 

 CFEEの結果については、協力前と協力後との比較ができないため、各校成績とIDEN

平均を比べることにする。資料14(p.113)の表2／4／6／8／10より、1995/1996年度では

日本の協力校のうち35.3％の学校の成績が IDEN平均を上回っている。1996/1997は

45.9％に上昇しているが、増減の傾向はわからない。 

 1)でみた「過密クラスの解消」による「内部効率の改善」に関しても、直接的に検証

することは難しい。しかし、資料14(p.113)の表2／4／6／8／10のかなり大ざっぱな留年

率傾向の把握を信じるのであれば、「留年率の低下傾向がみられる学校では、教員当た

りの生徒数、クラス当たりの生徒数のうち、いずれか一方あるいは両方の減少がある」

という傾向がみて取れる。しかし、逆はいえない。 

 

  (3) インタビュー調査の結果 

 日本の協力校40校の校長に行ったアンケート調査の集計結果を資料15（p.125）にまとめる。 

 まず、日本の教室については、40人全員が「大変役立っている」と答えている。その建

築様式に対しても、表22（p.130）より、85％の校長が「非常に満足」、10％が「ある程度

満足」と答えており、評価は高い。しかし、「他校と比べ施設面で恵まれているか」〔表９

(p.127)〕の問いに対し、「恵まれている」が55％であったが、「ほぼ同じ」も40％あった。 

 日本の協力のインパクトを尋ねた設問の結果を表19／表20（p.130）に示す。就学率・出

席率の上昇、中退者の減少、学習意欲の増進に対し、日本の教室建設は寄与したとの回答

が９割近くを占めている。また、就学率の上昇のために必要な措置として、１位に「学校

施設の拡大」、２位に「設備の改善」をあげており〔表25(p.131)〕、「教室不足で入学を断

った」校長が半数以上〔表８(p.126)〕いることとあわせ、現場の意見として重要である。 

 一方、学校の施設・設備面での問題を聞いたところ〔表23（ｐ.131）〕、こちらは「教材（教
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科書を含む）の不足」が圧倒的に多く、「教室の破損・不足」を大きく上回っている。ち

なみに、教科書を持つ生徒の割合は40校平均で36.8％であった。その他の問題では、「親

の理解不足」と「言語」をあげる校長が多かった〔表24(p.131)〕。親の理解と学校運営へ

の参加姿勢についても聞いたところ、後者の質問に対し「積極的でない」との答えが３割

を占めた。加えて、施設維持管理の母体となるべき管理委員会のない学校が３校あった。 

 最後に、女子の就学を促進するために、トイレの設置は重要かという問いには、ほぼ９

割が「重要」と答えている〔表７(p.126)〕。 

 

  (4) まとめ 

日本の教室建設の事前事後の比較では、以下のことがわかった。 

    1) セネガルにおける第一次計画は、建替えが中心であったが、多くの学校で入学者数・

就学者数の増加が観測された。協力対象校の校長へのアンケート調査からもそれを裏づ

ける結果が得られた。しかし、ダカール州全体でみた場合、日本が教室を建設し施設が

有効利用されたにもかかわらず、1990年から1996年にかけて就学率の減少が続いた。こ

れは学齢人口増加が就学者数の増加を上回ったためであり、日本の協力は就学率のさら

なる低下を防いだといえよう。 

    2) 今回の調査結果からは、教室建替えによる学習環境整備が、内部効率の改善につなが

ったかどうかはわからない。 

 

５－５ 日本の協力対象校とそれ以外の学校の比較 

５－５－１ 調査の概要 

 日本の協力の効果を分析するために、日本の協力対象校とダカール州で活動するフランスの

NGOであるA&Aの協力対象校と、1990年以降ドナー・NGO（A&A）からの援助のなかった学校

を取り上げて比較した〔資料16(p.132)〕。サンプル数は、日本／NGO（A&A）／援助なしをそ

れぞれ４校／２校／２校とし、教育省に選択を依頼し、以下の２項を選択の条件とした。 

  1) 日本の協力校と同地区にある学校を比較対象校として選ぶ（同一条件で比較し、経済・社

会などの条件を均一化するため。） 

  2) 半数は農村部の学校を選ぶ（都市～農村間の比較を行うため。） 

 調査は、調査団が対象校を訪問し、質問票を用いてインタビュー形式で行った〔質問票和

訳を資料18(p.166)に付す〕。インタビュー対象者は、各校ごとに校長・教員（４人）・児童（12

人）とその保護者（12人）とし、あらかじめサンプリングを行った。 

 日本の協力校であるなしにかかわらず、学校関係者・保護者とも大変に協力的で、調査は

きわめて友好的に進められた。 
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 前節５－４(p.53～)の調査と同様、IDENで統計データ収集を行い、その結果を表５－６（次

頁）／表５－７(p.64)にまとめた。 

 

５－５－２ 収集データの比較 

 表５－６（次頁）には、調査対象校の就学者数の移り変わりを示している。援助の入らなか

った学校（以後、援助なし）１校を除き、他の７校で1991/1992～1996/1997にかけて、就学者

数の伸びがみられる。日本の協力校（以後、単に日本）1・3・４については、単純に教室数の

増設に起因する増加と考えられ、日本２は教室の増設はないものの、二部制クラスを増やし、

増加した就学者を吸収している。NGO1・2では、クラス数の増加はみられないが、１クラス当

たりの生徒数を増やすことにより、全体の収容能力をアップした。施設の有効利用の観点から

みれば、教室当たりの生徒数が100を超える日本２、および100に近い援助なし１が、群を抜い

ている。両校は、二部制授業数を増やすことにより、クラス単位の生徒数をほぼ一定に保ちな

がら、クラスごとの生徒数を削減し、過密気味の学習環境の改善を図った。二部制授業を導入

した場合、教員１人当たりの生徒数が増えて教員の負担増につながり、授業時間も短くなる。

表５－７（p.64）をみる限りでは、両校とも留年率は上昇している。 

 表５－７（p.64）には、各校の留年率・CFEE合格率をまとめた。1996/1997年の留年率の平

均では、日本の学校もNGOも約13％で、変わりがない。一方、援助なしの２校の平均は21.8％

と高い。 

 一方、1996/1997年度試験の合格率の平均のほうは、日本と援助なしとでは27.7％で同値に

なっており、NGO両校は30.2％と成績がいい。NGO協力対象校は、教員当たりの生徒数は平均

的だが、クラス当たりの生徒数は多い。２校ともデータ上では、他校と比べ恵まれているとは

いえないが、資料４（p.113）にあるように、A & Aによる学校への教科書の割引販売や教員研

修など教員・生徒を直接・間接的に支援する取り組みに負うところが大きいと思われる。 

 

５－５－３ インタビュー調査の結果 

 資料16の表１（p.132）に、インタビュー調査対象８校の経済・社会的背景を簡単にまとめる

とともに、アンケート回答者（校長、教員、保護者、児童）別に、日本の協力があった学校、

NGO（A&A）の協力があった学校、援助のなかった学校（日本／NGO／援助なし）でのアンケ

ートの集計結果を示す。補足調査で訪れたサンルイ州のカナダNGOの協力校２校で行った同様

の調査の結果も加え、計10校（日本×４／NGO×４／援助なし×２）のインタビュー調査の結

果となっている。 
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  (1) 教育上あるいは学校に関する問題点〔資料16の＜集計＞ 表１～７（p.146～152）〕 

 学校のタイプを問わず、教員（校長を含む）が、最も大きな問題としてあげたのは、「教

材（教科書を含む）不足」であった〔資料16＜集計＞ 表２(p.147)〕。表５－８に、全体の

上位５位までの問題を示す。同表より、教材問題が施設関連問題を大きく上回っているの

がわかる。 

 保護者と児童の回答は、NGOでは両者とも「教科書不足」を一番の問題としているが、

日本／援助なしのほうは、それぞれ「水・トイレの不足」（日本）／「教室の破損」（援助な

し）と施設問題が１位になっている〔表５－10／表５－11（次頁）参照〕。今回訪問した

10校中、日本の２校ではトイレがなく、水も施設があっても代金が支払えず止められてい

る場合があったため、この２項目のポイントが高くなったものと思われる。全体集計では、

保護者は「教科書不足」を、児童は「教室の破損」を最大の問題としている。 

 

   ＜教員（校長を含む）の回答全体集計＞ 

表５－８ 学校の施設・設備面での問題点  表５－９ 教育制度・行政に関する問題点 

問題点 ポイント  問題点 ポイント 

教科書以外の教材不足 56  言語 85 

教科書不足 55  低い教員給与 59 

教室不足 26  教育に対する親の理解不足 44 

校舎の破損 25  不適切な教育内容 25 

トイレの不足 25  教員の質 25 

 

    「教室の不足」も、どの学校も共通して上位にあげる問題である。しかし、「施設不足で

入学希望者を拒否したことがあるか」という校長への設問には、NGO 4校は「ある」、日本

は、１校が「ある」で３校は「ない」と答えている〔資料16＜校長＞表６(p.134)〕。 

 日本の学校では、教員・保護者・児童ともに「教室の破損」を上位にあげており、これ

は「同じ学校内での教室の格差」を示唆するものと受け取れる。日本の教室の質は他を凌

駕しているため、他の校舎が相対的に「古く、破損している」と思えるのであろう。援助

なしでも「教室の破損」のポイントが高かったが、こちらは、客観的にみても老朽化した

教室であった〔資料16＜集計＞表２／表６／表７(p.147～152)〕。 
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表５－10 援助タイプ別学校に関する問題点（保護者）            順位（ポイント） 

問題点（ポイント） 日本 〔48人〕 NGO 〔48人〕 援助なし 〔24人〕 

1. 教科書が不足している（223）    4（ 68）    1（112）    2（ 43） 

2. 水がない（206）    1（100）    2（ 95）    9（ 11） 

3. 教室が不足している（143）    3（ 70）    3（ 59）    7（ 14） 

4. トイレがない（131）    2（ 72）    4（ 45）    7（ 14） 

5. 教室が古く、破損している（123）    5（ 52）   10（ 17）    1（ 54） 

  無回答（134）   37  120   26 

 

保護者と児童には「問題はない」と答える者もあった（「無回答」として集計。表５－

10／表５－11参照）。特に、NGOの協力校では多く、「無回答」のポイント数が１位の問題

のそれを上回っている。NGOの活動する学校では、インタビュー時の児童・親は、「本当

に問題がない」しかし「しいてあげれば･･･」と、努力して問題を捻出している様子であ

った。日本の協力校の「無回答」数は、比率からいえば、援助なしの学校と比べても少な

い。 

 

表５－11 援助タイプ別学校に関する問題点（児童）              順位（ポイント） 

問題点（ポイント） 日本〔48人〕 NGO〔48人〕 援助なし〔24人〕 

1. 教室が古く、破損している（79）    2（37）   14（ 0）    1（42） 

2. トイレがない（69）    1（43）    3（21）    6（ 5） 

3. 教科書が不足している（53）    9（ 9）    1（29）    3（15） 

  無回答（96）   15   70   11 

 

 教育制度・行政に関する問題では（教員・校長のみ対象）、日本の学校の教師は、まず、

｢教員給与の低さ｣をあげている。他の学校では「生活言語と教育指導言語の違い」を一番

としている。全体では、表５－９（前頁）にあるように「言語」が最大の問題である。「言

語」に関しては、「小学校第1学年よりフランス語を指導言語とすること」に加え、「（特に

移民の多い地区では）教員と児童の母語の違い」が問題であるとの指摘が複数の教師から

あった。 

 

  (2) 留年、中途退学の原因（教員のみ対象） 

 学校のタイプによらず、教員たちは、留年・中途退学の原因として児童の家庭環境に起

因する問題を上位にあげている〔表５－12／表５－13（次頁）〕。家庭の経済状況を反映す

る要因（教科書・文具が買えないこと、児童労働のため出席できないこと）と並んで、「親
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の教育に対する理解の欠如」を最も重要な要因とする教員が多い。しかし、面接したほと

んどの親は「経済的に負担であっても、子どもが学校に行くことはよいことだ。」と答え

ており、子どもの教育に対する熱意が感じられた（もっとも、校長により選ばれた学業優

秀な児童の親であるため、教育熱心なのは当然かもしれない）〔資料16＜保護者＞表２

(p.139)〕。 

 「児童が家で勉強できない」ことも、留年・中退の大きな要因と考えれている。これは、

「児童が教科書や文具を持っていないこと」と「子どもが働いている」ことに関係すると

思われる。「教科書不足」は、多くの児童も問題としていが、「労働」については、児童へ

のアンケート調査の結果からは、その実態はつかめなかった。 

 集計結果からは、「机・椅子の不足」や「教室の破損」など施設の問題は、留年や中退

の大きな要因とは考えられない。 

 

表５－12 留年の原因                    表５－13 中途退学の原因 

問題点 ポイント  問題点 ポイント 

教科書が不足している 
131 

 親が教育の重要さを理解して
いない 

127 

児童が文具を持っていない 131  児童が文具を持っていない 126 

親が教育の重要さを理解し
ていない 

131 
 児童が家で勉強できない 122 

児童が家で勉強できない 126  教科書が不足している 117 

子どもが働いている 110  児童が怠け者である 113 

   児童がフランス語を理解しない 113 

 

  (3) 住民参加 

 10校中２校を除き、PTAにより、または、NGOと住民により教室が建設されていた。 

 日本の協力校４校中３校でも、日本の教室建設前にPTAが中心になり教室を建てており、

住民参加の下地はあった。しかし、日本の教室建設の際には、「知らなかった」「頼まれな

かった」から参加しなかったと答えた親が大半であった〔資料16＜保護者＞表４(p.139)

／表５(p.140)〕。 

 NGOは参加型で教室建設を行っており、参加した親のほぼ100％が「学校や教育に対す

る関心が高まった」と答えている。９割近い教員からも、教室建設にかかわった親は、「よ

り教育に熱心になった」との回答を得た。その結果、「何か問題があると親がすぐに学校

へやってくる」（NGO1・２）、「プロジェクトのおかげでPTA活動が活性化し、総会には全

員参加している」（サン･ルイカナダNGO協力校２校）などのコメントからもうかがえるよ
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うに学校と親・地域との交流が活発になった〔資料16＜保護者＞表４(p.139)／表５(p.140)、

＜教員＞表４(p.137)〕。 

 「次回、教室建設・修理の必要があった場合、参加するか」という問に対しては、日本、

NGO、援助なしともに、９割の親が「必ず参加する」と答えた1〔資料16＜保護者＞表

12(p.142)〕。 

 

５－５－４ まとめ 

 全体集計で、校長を含む教員が、「学校の施設・設備面の問題」と「留年の原因」のトップ

にあげたのは、「教科書を含む教材の不足」であった。教科書不足は、児童や保護者にとって

も深刻な問題であり、学校レベルで最も解決が待たれている課題といえるであろう。 

 表５－７(p.64)から、援助タイプ別に比較した場合、総合的にNGOの協力校の成績がいいこ

とがわかる。この差は、教室建設以外の協力（教員研修など）に起因していると考えられる。 

 

５－６ 都市部と農村部の比較 

 ここでは、前節５－５で用いた統計資料（資料17／p.153）とアンケート調査を用い、都市部の

学校と農村部の学校の現況を比較する。 

 

 資料17の表１「都市～農村比較アンケート結果集計」（p.153）より、農村部では、都市部と比

べ、教室当たりの生徒数もクラス当たりの生徒数も少ない。二部制授業を行っているのも１校の

みで、数字のうえでは都市部よりも恵まれているようだが、留年率は都市部よりも高くなってい

る。 

 農村部の教員のあげた留年の原因は、ポイント順に、「家で勉強ができない」「教科書・文具の

不足」「親の無理解」となり、中退の原因の上位もほぼ同じである。都市部の教員の答えも、教科

書・文具の不足、親の無理解は同じであるが、ほかに「児童労働」のポイントが高い〔資料17の

＜集計＞表４／表５(p.164)〕。児童に対するインタビューからは、都市部と農村部での児童就労

の程度の差は浮かび上がってこなかった〔資料17＜児童＞表２／表３(p.158)〕。 

 学校に関する問題では、都市・農村とも、教員（校長を含む）にとり、「教科書・教材不足」が

最大の問題であり、農村ではこれに「教室不足」が続く。都市部の「教室不足」のポイントは、

農村部の５分の１以下で、資料17の表１でみた、教室当たり／クラス当たりの生徒数の比較から

想像される結果とは、逆になっている。また、農村部では「教員住宅不足」もポイントが高く、

 
38 日本の協力校の親にインタビューした際に、「自分たちで教室を建てたときは、その教室にとても満足したが、日本の教
室と比べてしまうと、満足度も落ちる｡」、「前は（PTAによる）教室建設に参加したが、今は経済状態も苦しいので、全
部日本が建ててほしい。」などの意見も聞かれた。 
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現場でインタビューした教員複数人から、「村では（私たち）が住めるような家はない（農村部の

住宅はわらづくりのものが多い）。」と聞いた。村の（都会人にとって）劣悪な住環境が、農村部

への教員の配置・定着を妨げる一因となっていると考えられる。UNESCO専門家からも「農村で

の教員住宅建設は、農村部の教員不足の解消につながる」とのコメントがあった。 

 もうひとつ、農村部と都市部の異なる状況を反映しているのは、「盗難」であろう。都市部では、

7ポイントを数えたが、農村部では「０」であった。都市部の教員からは、「日本の教室ができて

鍵をかけられるようになり、泥棒に入られることがなくなった。」との意見も聞かれた〔資料17

＜集計＞表２(p.162)〕。 

 

＜学校に関する問題 (保護者)＞ 

表５－14  都市部                        表５－15  農村部 

問題点 ポイント  問題点 ポイント 

教科書が不足している   119  水がない   131 

1クラスの生徒数が多すぎる    76  教室が不足している   115 

水がない    75  教科書が不足している   104 

教室が古く破損している    50  学校に塀がない    90 

トイレがない    47  トイレがない    84 

無回答   152  無回答    31 

 

 保護者・児童があげた学校に関する問題は、都市～農村間で若干差がある〔表５－14～表５

－17(p.69、70)参照〕。 

 都市部は、親・児童ともに「教科書不足」を最大の問題としており、農村部では、「水がな

い」（保護者）、「教室の破損」（児童）のポイントが高い。農村部学校の水問題は、学校菜園（果

樹園）と関連したもので、多くの児童・親が、「水があれば、畑ができる（あるいは再開でき

る）」といっていた。 

 課外活動としての農作業は、①学校の運営費の補完（農村部では、親が学校に支払う分担金

が小額）、②児童への農業技術指導（農家の子どもが多いため卒業後すぐ役立つ）、③地域との

交流（地区の農民が指導、安価での農作物販売で地区に還元）など、農村部においてはきわめ

て実践的な意味を持つ。同様に、農村部の学校に塀がないという問題も畑を家畜などの動物か

ら守れないことを意味し、学校での農業活動に関連するものである。 

 都市部では、クラス当たりの生徒数が多すぎることを問題視する保護者が多い。今回、訪問

調査した都市校の５校中４校で二部制授業が行われていた。しかし、インタビュー対象となっ

た高学年では、カリキュラムの消化のため、二部制ではなく一部制授業を行っていることが多

く、高学年ではクラスが過密気味になる。二部制を導入すれば「授業時間の短縮」につながり
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不満が出ることとなり、これを解消すれば過密クラスになり、これも不満の対象となる。解決

策としては教室建設を望む声が多かったことを付け加えておく。 

 

＜学校に関する問題（児童）＞ 

表５－16  都市部                          表５－17  農村部 

問題点 ポイント  問題点 ポイント 

教科書が不足している 37  教室が古く、破損している 44 

教室が古く、破損している 35  トイレがない 43 

トイレがない 26  水が不足している 41 

机や椅子が古くて破損して
いる 

23  運動場が整備されていない 
 

35 

試験が難しい 18  教室が足りない 35 

無回答 71  無回答 25 

 

 保護者・児童とも、農村部のほうが多く問題点をあげている（無回答数を参照）。これを都

市部のほうが問題が少ないとみることも可能である。しかし、特に保護者に関しては、実際の

面談調査を通じ、農村部のほうが、保護者・地区住民の学校に対する関心・期待が大きいこと

が感じ取れた。この学校への関心の高さが、多くの問題となって現れているのではないかと解

釈できる。 

 農村部の学校では、保護者に加え、必ず、地区の有力者（村長・長老・地方自治体議員など）

が顔を出し、調査に立ち会い、意向を伝える。つまり、学校は村の関心事であり、村がその運

営に参加するのは当然であるという姿勢がみられる。住民参加型アプローチをとるNGOが、農

村部のほうが参加は得やすいとする理由は、すでに存在する地区のオーナーシップに起因する

ものであろう。逆に、地域住民の意向（特に、有力者）を無視した場合、世界銀行が各地で遭

遇した抵抗につながることも忘れてはならない。 
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第６章 結論と提言 
 

６－１ はじめに 

 日本はこれまで初等教育援助の一環として小学校建設を積極的に行ってきた。無償資金協力に

よる小学校建設は1990年代に入ってから大きな伸びを示し、日本が実施してきた初等教育分野で

の協力の牽引的役割を果たしてきた。この小学校建設の協力が最も多く実施されているのが西ア

フリカ地域である。この地域では教育施設の整備が遅れており、初等教育の普及に多くの資源を

必要としていることからも、その協力の必要性は高いといえる。また、タイのジョムティエンで

開かれた「万人のための教育世界会議」に象徴されるように、1990年代の教育援助の潮流は基礎

教育および初等教育を中心とするものになってきているが、技術協力を行う国内体制が十分でな

い状況で、このような世界的な動きに応えたものであり、高く評価することができる。 

 小学校施設が「使われていない」という状況は皆無に近い。また別の用途に使われている例も

ほとんどない。日本による小学校建設の協力は相手国政府からも感謝されており、数次にわたっ

て協力が行われている国々も多い。このような面からも小学校建設は無償資金協力のなかで成功

例であると認識されている。 

 現地調査を実施したセネガル小学校教室建設計画により完成した施設は、有効に活用されてお

り教育環境は大幅に改善されている。この点においては同計画はおおむね成功したと評価できる。

他の国々で行われた協力でも同様に教育環境の改善がなされている。しかしながら、建設コスト

や住民参加など、セネガルの教育計画全体のなかで眺めてみると、問題点と課題も少なからず認

められる。これらのうちセネガルのみにしか適用できないものもあるが、広く他の西アフリカ諸

国に共通していると思われるケースも多い。 

 本章ではまずセネガルでの現地調査の結果を評価５項目にまとめた。さらに現地調査の結果お

よび西アフリカ小学校建設全体に関しての結論を整理し、最後に提言をまとめた。 

 

６－２ 評価５項目によるまとめ（セネガルの調査から） 

６－２－１ 評価５項目 

  (1) 効率性 

 日本の協力はきわめて工程監理に厳しく、工期も遵守され、計画どおりの成果（教室の

増加と施設の改善）が達成された。また建設された学校は、目的どおりすべて適切に使用

されている。 

 一方で投入量（この場合は建設コスト）と成果(教室数)を考えた場合、日本の援助は現

行スキームの範囲内で、これまで建設資材の調達方法や設計基準を検討しコストダウンの

努力を行ってきたにもかかわらず、類似の施設と比較して割高だとの印象が現地で定着し
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ている。コストの調査および他援助機関との比較には限界があり、必ずしも正確な数値を

用いることができるわけではないが、小学校建設の場合、教室の設計が標準化しているた

め日本の協力による建設コストの高さが目立つ。 

 

  (2) 目標達成度 

 日本の教室はダカール州全体の小学校教室の10％にあたり、日本が協力した学校では就

学者数の増加がみられたことから基本的目標は達成されている。しかし、これは急激な学

齢人口の増加もあり、必ずしも州全体の就学率の増加にはつながっていない。 

 教育環境は改善された。しかし、教育環境改善による学習到達度の向上については、測

定方法を検討したが、終了試験合格率は協力以前のベースラインデータがないために比較

できなかった。また、日本の協力校と非協力校の比較では、前者のほうが合格率が高いと

いう定量的結果は出なかった。留年率についても、協力前と協力後とで有意な差はみられな

かった。 

 

  (3) インパクト 

 教員・保護者ともにほぼ全員が日本の教室建設が教育の質の向上に貢献したと認識して

いる。また「教室不足による入学希望者の拒否」が、日本の協力校ではNGOの協力校に比

べて少なかったことから、教育機会の拡大にも寄与しているといえる。住民参加を伴わな

い日本の協力であるが、この結果、住民参加の意志がそがれるということはなかったもの

と見受けられる。協力のなかった学校と同様に９割以上の保護者が学校建設に協力すると

述べている。 

 一方、保護者はそれまで自分たちで建てた学校に満足していたが、新しく建設された学

校を見てから既存の校舎に満足しなくなったとの意見もあり、マイナスのインパクトも皆

無ではない。日本の協力により建設された教室は、他の教室と比べて格段に質がよいため

に、IDENでは日本の協力校をどこに配置するかに頭を悩まし、また学校内でもどのクラス

が日本の協力で建設された教室を使うかで問題が出たとの報告もある。 

 

  (4) 妥当性 

 セネガルにとって、初等教育の拡充はきわめて重要な課題であり、就学率を向上させる

というプロジェクト目標および全国レベルでの初等教育の拡充という上位目標は、現在に

おいてもきわめて妥当性が高い。しかし、教育現場では教科書・教材の不足、水とトイレ

などの衛生環境の問題、親の教育に対する理解の欠如が原因と考えられる留年および中途

退学など、教室数の不足以外にも多くの悩みを抱えており、本件ではそれらに対応するた
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めの要素は案件に組み込まれていない。 

 

  (5) 自立発展性 

 教室そのものは維持管理が適切に行われれば、長期間にわたっての使用が可能である。

しかし、就学率の向上や内部効率の改善などの教育そのものの自立発展性には学校の建物

以外の要素が重要であり、親や地域住民への働きかけにより意識改革を行い、教育への熱

意を喚起することなどが必要である。加えて、学校建設の制度面での協力は行われなかっ

たため、日本の協力終了後、自助努力による新たな教室の建設が進むわけではない。した

がって自立発展性にはどうしても限界がある。 

 

６－２－２ 評価５項目の結論 

 学齢人口に対して教室数が絶対的に不足しているセネガルにおいて、日本が教室建設を行い、

教育環境の改善を通じ就学機会の拡充を行ったことは、セネガル教育省関係者・地域住民から

も高く評価されている。基礎教育の充実は国家の開発の根幹をなすものであり、長期的にセネ

ガルに裨益していくものであるので、日本の援助が高等教育だけではなく初等教育に目を向け

協力を模索することは非常に重要であり、本件もその一環としての役割を十分に果たすもので

ある。ただし、小学校の教室建設はいかに低コストで効率的に行うかが最重要課題であり、「効

率性」は基本的評価事項であるが、本件は日本の援助スキームのさまざまな制約からその工夫

にもおのずと限りがあることを示している。 

 一方、教育の改善においては学校の建築はその一部にすぎず、真の教育開発とは住民の意識

改革までも含む総合的・長期的な営みである。無償資金協力では、基本設計調査という性格上

やむを得ないが、長期的な取り組みの基本となるベースラインデータの収集や協力する学校の

選択の妥当性の検証が必ずしも明確になされておらず、案件の効果が計れない。さらに、長期

的な初等教育の拡充や充実のための施策を考慮した案件立案がなされていないため、内部効率

の改善などの重要な課題が手つかずのまま残る結果になっている。 

 

６－３ 本評価調査の結論 

 一般プロジェクト無償による小学校建設は、これまでの日本の教育協力の推進役としての役割

を果たしてきたといえる。日本の援助スキームで初等教育への協力を行うことは容易ではない。

特に技術協力は、その準備に時間がかかること、教育分野の技術協力に携わる人材が不足してい

ることなどの理由からなかなか進まなかった。そして実施に至る時間が比較的短い無償資金協力

がその中心的役割を担うことになった。無償資金協力のなかでも教育分野は近年大きく増加して

おり、特にアフリカ地域での実施が多くなってきている。 
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 西アフリカ地域は基礎教育に対するニーズの高い国々である。これらの国々での小学校建設は

飛躍的に伸びを示している。1992年のギニアを皮切りに、調査実施時の1998年２月までに８カ国

で建設が実施され13カ国で調査行われている。 

 西アフリカ地域で行われてきた協力内容を概観すると、経験を経るにつれ改善と工夫がなされ

きていることがわかる。現地調査が行われたセネガルでは協力に含まれていなかったものの、多

くのプロジェクトではトイレの建設が行われている。その他の付帯施設として校長室や職員室・

給水設備などの整備を行っている。最近の協力では、女子教育促進のためのWID配慮教材や公衆

衛生用教材などを整備し、教育的なニーズに応えるための努力を行ってきている。このように、

協力内容に工夫をすることにより、効果的な協力の実施をめざす努力がみられる。建設コストの

面でも直接工事費・間接工事費とも低減努力がなされ、全体では40％の大幅な減少につながった。 

 小学校教室建設という事業は、これまでのセンター建設という一点集中型のものと大きく異な

る。これまでに日本が経験してこなかったような工夫も求められる。従来の協力と異なっている

点として、以下のことがあげられる。 

 第一に、建設の質より量を求められる。第二に、建設サイトが広範囲に散らばっている。第三

に、土木工事や高層建築と異なり、日本で蓄積されたような技術力を要さない。最後に、教室の

設計が標準化しているため、コストも含めて他援助機関との比較がある面で容易にできる。 

 1990年以降、基礎教育に対する協力を優先とする国際思潮のなかで、国内体制が十分整備され

ていないことから技術協力が立ち遅れる状況で、日本が無償資金協力により小学校建設を実施し、

これまで各国の事情に合わせさまざまな工夫や改善を行い、基礎教育援助の牽引的な役割を果た

してきた事実は高く評価されるべきである。特に就学率が低く基礎教育ニーズの高い西アフリカ

諸国では、フランス語圏ということもあり、適当な人材の確保が困難であった。 

 初等教育の完全普及という非常に大きな課題に対し、わが国は1996年以降、さまざまな国際的

援助政策を決定する場面において積極的な貢献を表明している。したがって、初等教育分野の協

力を実施するにあたって1990年代前半と後半とでは、わが国を取りまく環境は大きく変化してい

るといえる。日本が小学校建設を開始した1990年代前半には、個々の援助機関が独自にプロジェ

クトを実施する援助形態が普通であった。しかし、現在多くの途上国では教育分野のセクター投

資計画(SIP)が進んでおり、このようななかで、より高度な援助協調と援助に関する共通の手続き

が求められるようになれば、日本が独自にみずからの援助スキームに基づいて協力を行うことは、

早晩難しくなってくる。 

 現行の日本のスキームでは、中央政府との協議を中心として、無償資金協力の調査と準備が行

われる。しかし、多くの途上国では現場のニーズを中央が的確に把握しているとは限らない。他

の西アフリカ諸国の協力には含まれているが、セネガルの協力内容にはトイレ建設が含まれてい

ない。しかしながら、今回調査した学校では教員・児童・保護者がトイレがないことを学校設備
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の大きな問題であると指摘している。このような現場の声を聞くため住民集会を開催するなど、

調査段階で日本側にかなりの工夫がなされているが、国民教育省側がその要望を優先しないとい

う傾向もある。現場の声が必ずしも協議に反映されるとは限らず、短い調査期間でこのような真

のニーズをくみ上げることの難しさもある。 

 日本の協力校においては、教室の建設後に、増築分の就学者数の増加がみられる。しかし、こ

の就学者数の増加は州の就学率の向上を導くには至っていない。日本の協力校は州全体の就学率

に影響を及ぼすほど多くないことに加えて、人口増加や人口流入などによる学齢人口の増加があ

るため、このような目標を達成することは難しい。 

 校舎が建設されたことによる教育効果についても、今回の調査から結論づけることは難しい。

校舎建設の前と後で比べたとき、留年率の改善がみられる学校もあるが、悪化した学校もほぼ同

数あり、変化のなかった学校もある。日本の協力のあった学校と日本の協力のなかった学校の比

較では、どこからも援助のなかった学校の留年率は高いものの、NGOの協力のあった学校の留年

率は日本の協力校とほぼ同じであった。学習到達度（修了試験合格率）についても、日本の協力

のあった学校のほうが、なかった学校よりも優れているという傾向はみられなかった。 

 このように、学習環境の改善が及ぼした教育的な効果を分析してみると、高額な投入に見合う

だけの効果であるかどうかを今後慎重に検討する必要があろう。限定された対象地域で施設の質

を高めることのみで得られる効果には限りがあり、面的な広がりがさらに必要である。 

 中央政府および現場の日本の協力によって建設された教室の質のよさに対する評価は高い。一

方、中央政府からは、他の援助機関の協力に比べてコストが高いこと、地元の中小企業と日本企

業の間に入る現地ゼネコンが必要であるか否かなどについての批判的意見も出された。 

 他の援助機関の協力と比べて、日本の協力では住民の関与が少ない。他の援助機関では住民参

加の必要性を認識し活動の重要な要素としている。住民参加を組み込むことに試行錯誤を繰り返

した世界銀行も、最終的にNGOの活用という手段を選んだ。建設のプロセスに住民を巻き込むこ

とにより、住民の学校への関心を高めるという副産物を得ることができる。NGOが協力した学校

では、多くの保護者が教室建設に参加することにより学校への関心が高まったと回答している。

日本の協力では、第二次の計画で塀の建設への住民参加を組み入れていたが、第三次では供与資

材の目的に沿った利用が確保できないなどの理由から、セネガル政府側が塀の建設への資材供与

の要請を出さなかったため、それを継続することがなかった。 

 

６－４ 提言 

本評価調査の結果、大別して次の６点を提言したい。 
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 (1) ハードとソフトを組み合わせた協力の実施 

 日本は小学校の教室建設というハード面だけの協力を行ってきたが、さらに一歩前進し、

初等教育普及という課題に対し、相手国のキャパシティを高めていくようなソフト面の協力

を組み合わせることが今後望まれる。日本の初等教育分野の協力を取りまく国際環境は、大

きく変わりつつあることを認識すべきであろう。従来の施設建設型の協力から新しい複合的

アプローチを模索すべき段階にきている。 

 

ハードにソフトを組み合わせる方法として次の３つが考えられる。 

   1) 日本の協力の他のスキームを組み合わせる。たとえば、無償資金協力に先行して開発調

査を実施する、教育統計や施設維持管理の専門家や協力隊員の派遣を同時期に行う、など

の方法がある。 

   2) 他の援助機関との協調によりソフト面の協力を確保する。たとえば、現職教員研修や教

材作成配布などをしている援助機関と協調して、日本の協力対象地域でソフトの活動を実

施してもらうなどの方法がある。 

   3) 無償業務本体のなかにソフト的な要素を組み入れる運用上の工夫を行う。 

 

 (2) 住民参加の促進 

 日本の現行のスキームでは他の援助機関に比べて住民参加の度合いが低くならざるを得

ないが、NGOなどの活用により、関係者に対し学校運営や施設維持管理の指導・啓蒙を行う

ことを協力内容に含めることを検討すべきである。他援助機関の学校建設がNGOと協力しな

がら住民組織に対する建設前の感化活動に重点を置いているのに比べ、日本の建設方式は建

設後の維持管理の点で十分なフォローができているとはいえない。NGOおよび住民組織との

連携協力は、小学校建設事業を行うために不可欠な要素である。また、日本側の構想にある

ように、小学校に地域の核となるような機能を持たせるためには、なおさら住民組織に対す

る何らかの支援が不可欠であろう。建設コストの削減や住民参加を促進する意味でも、条件

が整えば建設資材供与型の協力の可能性も検討してみる価値はある。 

 

 (3) 現地中小建設業者の積極的活用 

 わが国は、無償資金協力制度の厳しい制約（工期の厳守等）から、工期の遅れなどのリス

クを回避するために現地中小建設業者の活用によるコストの低減を十分にしてこなかった

傾向がある。DAC新開発戦略で掲げた国際目標とアフリカ各国の国家開発計画のなかの教育

分野の数値目標を考慮すると、施工の質についての基準を実情に合ったものへと移行すると

ともに、建設コストの大幅な削減を行うことが急務である。その方法は、設計の見直しや調
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達方法のさらなる改善に加え、受注した日本企業が現地の中小の業者を直接的に活用する方

法が考えられる。日本の協力による教室建設が他援助機関による建設費用に比べ著しく高い

現状は、「施設の質」の違いや制度上の問題を理由に説明できる範囲を超越していると言わ

ざるを得ない。当然のことながら、少なくとも投入重視（何億円使ったか）から成果重視（何

教室建設したか）の考え方に移行すべきであろう。 

 このためにも、現地での建設事情に関する情報の収集が必要となってくる。加えて他の援

助機関の協力形態についても調査を行う必要がある。このためにも現地あるいは西アフリカ

諸国に近いフランスなどに建設事情の調査をする人材を派遣することなどが考えられる。 

 

 (4) 適正な評価の実施 

 継続的に教室建設を行う利点はその効率性などからあるであろうが、完工後３年程度を目

安に適正な客観的な評価を実施することが望まれる。小学校建設計画は長期にわたって継続

される場合がなく、供与額は決して少なくないことを勘案すれば、さらに慎重に教育効果の

観点などからの調査が望まれる。特に、これまでの「評価」は教育省関係者からのヒアリン

グがほとんどであり、教室の使用者である教師や児童との面談調査は行われていないため、

次期の計画に適切なフィードバックがなされているとは言い難い。たとえば、便所の建設は

女子の就学を促進するのに役立つ可能性があり、学校現場からの要望は強いにもかかわらず、

セネガルの場合には日本側の協力対象とはなっていない。 

 また、今回の調査では、日本の協力が始まる前のデータがなかったために、学習到達度に

関する協力の前と後との比較ができなかった。適正な評価のために、協力する各学校ごとの

基礎データの整備が必要である。 

 

 (5) 長期的な視野での戦略的な実施 

 西アフリカ地域でこれからも小学校建設の協力が続くと仮定すれば、長期的な戦略に基づ

いた実施を計画することを考える余地がある。それぞれの国からの要請に応えるだけではな

く、西アフリカ地域全体の教育開発における位置づけを考えることが必要となってくる。こ

れまでに実施された協力を長期的な視野に立って見直し、計画を立てるべきであろう。たと

えば、フランスに長期調査員を派遣し、西アフリカ諸国の建設事情に関する調査を行う、ま

た別の調査員により教育事情の調査を行うことにも意味があろう。さらに他の援助機関から

の情報収集や調整を行うなど、調査員を有効に活用することにより、戦略的な実施をしてい

くことができる。 
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 (6) 中長期的な視野での日本の協力スキームの見直し 

 教育分野での協力を長い間実施してきた他の援助機関は、試行錯誤の結果、援助のやり方

を変えてきており、基礎教育分やの協力のためには例外的な措置をとっている。これを支え

ているのは、小学校建設が住民参加などの特殊な要素を必要とするという一般認識である。

日本の無償資金協力制度のなかで行う小学校建設についても、現行のスキームのなかでの改

善を図ることを今後とも進めつつ、時間をかけて抜本的な改革をめざす必要がある。中長期

的な視野で見直しを行い、基礎教育の援助に特別な配慮をした新しいスキーム（たとえば現

地NGOが受注のできる「アフリカ基礎教育無償」など）をつくるなどの対応が必要ではない

だろうか。 

 日本の無償資金協力とその制度は、アジアの経済インフラ整備を主な活動として発展して

きた。この制度をアフリカ地域の社会インフラ整備にそのまま使うことは難しい。このよう

に、社会開発分野の協力に対応するためには、旧来の枠組みを弾力的に運用し、きめ細かな

対応を行うことが不可欠であろう。 
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７ 教室建設における住民参加の手法 
 
  Fondation Paul Gerin Lagoie（FPGL、カナダNGO） 
 
      a）住民参加の理念と活動 
 
       PUSEのプロジェクトマネージャーMr. Gerald Brochuおよびカウンター

パートのMr. Mammadu Badianeの説明によれば、「プロジェクトの上位目
標は地域の初等教育就学率の向上であり、プロジェクト目標は学校が
Milieau 注1」によって運営されていくことである。プロジェクトの活動は住
民参加による校舎建設と机・椅子の供給などである。財政困難なセネガ
ル政府が意図するように住民参加でつくられた学校は、地域住民が運
営・管理できるところまで持っていくことをめざしている。」とのことで
ある。 

 
      b）住民参加を引き出す過程 
 
       Milieauが学校の必要性を感じて、学校を欲し、学校建設を通して学校

を愛するかが大切である。これらの啓蒙活動を通してMilieauを組織立
ったものにしていくために次のことを行う。 

 
       ● 学校を欲するように住民意識の感化活動を行う。 
       ● 住民が組織をつくって動けるようにする。 
       ● 学校を建てる（あるいは増築する）のに住民が何を持ってこれる

か、すなわち、材料（砂・砂利・水等）／労力／地域の製品のう
ちのいずれかを住民に鮮明に意識させる。これによって生ずる
Milieauの「やる気」が将来建築費を大きく下げることになる。 

 
       この段階からPUSEは具体的に小学校建設に関与する。 
 
      c）学校選定の過程 
 
       ● まず、IA（州視学事務所）・IDEN（県視学事務所）からPUSEにス

クールマッピングに基づく小学校建設の要求があり、PUSEが持っ
ている情報を照らし合わせて建設地と内容を立案する。このPUSE

への要請時点から、PUSEもIA・IDENの会議に参加し、実現の見通
しに立ち３者間のプロジェクトチームを結成する。 

 
 
 
注1） 学校建設にかかわる地域住民共同体を指す。 
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       ● 小学校の建設敷地を内定した後、IDENと普及員（アニメーター）
が村長に会い、視学官が教育の大切さ、学校のメリットを村長に
説明し、学校を必要とするならば、プロジェクトチームが「手伝
う」という意志を示す。 

       ● 普及員が村長と会い、長老・マラブー 注2）たちを集めるよう依頼
して帰る。 

       ● 普及員が長老・マラブーを説得する。 
       ● 村の人達を集め長老から学校建設に関することがらを村人に説得

する。その際、学校建設・運営の（仮）委員会の設置を提案する。
なお、委員会の委員長・副委員長・会計などの基幹要員は村人た
ちに選出させる。 

       ● 村人全員の前で、普及員が小学校建設が実現した場合の住民が受
けるメリットを説明する。 

       ● （仮）委員会とプロジェクトチームの間で同意書がかわされる。
同意書サイン前に、建築技術者が同意書に記載されている住民が
行う仕事の内容を説明し、住民の行動分担を確認する。 

       ● 村人だけの（仮）委員会に教員が参加して、正式な組織として発
足する。 

 
      d）プロジェクト組織 
 
       プロジェクトマネージャーMr. Gerald Brochuおよびカウンターパート

のMr. Mammadu Badiane・IEC 注3）コンサルタント・資機材管理・会計・
秘書・運転手の計７人に加えて、工事を監督する建築技術者２名とIDEN

からの普及員３名が加わる。これが、プロジェクトスタッフである。 
 
      e）建設準備 
 
       PUSEは前述した（同意書の内容）とおり、住民が貢献可能な人的・物

的項目／内容／数量をあらかじめ把握しておき、学校建設に必要な全資
機材・労力からそれらを差し引いた残量を手当てする。 
 資機材調達は、教室建設に必要な数量書により数業者を競争入札にか
け、コスト・供給能力を検討して納入業者を決定する。この場合、納入
リスク回避のため発注量と金額を１業者に集中しないよう複数業者を選
定する。また、労力・砂・砂利・運送業などはMilieu調達を原則とする。 
 鋼製建具はコスト削減のため完成品購入とせず、PUSEが枠材・鋼板な
どの原材料を購入して製作工場に支給する方法をとっている。 

 
 
注2） 賢人のこと 
注3） 啓蒙活動 
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       地元の労務請負業者 注4）選定方法は、業者の資格審査によって３社を
選び、３社の競争入札によって決定する。 
 地域住民からの労力・材料提供分は、請負業者の契約金額から差し引
かれる（契約条文に明記）。 

 
      f）建設経過 
 
       PUSEは当初140教室を３年間で建設する予定であった。しかし27教

室 注5）をモデル建設として同時に着工し、勢いに乗って残りの113教室を
併せた140教室（延9,025M2）を1997年１年間で建設した。 
 1998年は、建設予算余剰金を利用して都市部に40教室を建設中（２月
着工）である。 

 
 
  ENDA（セネガルNGO） 
 
   ENDAの社長、ENDA-SYSPRO、およびENDAのチーフエンジニアによれば、ENDA

は、小学校400教室の建設を工費10％分（住民参加）を差し引かれる請負条件下で
施工する能力があると自負している。また、利益も確保され、健全経営が成り立
っているとのことである。住民参加による請負工事方策について以下のとおり聴
取した。 

 
      a） 方策の第一は、小学校建設地域に住民人脈をもつことである。地方

の村長・マラブーなどの上位階層から、建設業者・資材業者・大工左
官などの各職人に至るまで建設地域の人脈をリストアップし、適時連
絡を取り合っており、これらの人々とつねによい関係を保っている。 

 
      b） ENDAが小学校建設をAGETIPから特命で受注するのは、他業者に比

べて５～50％安いからである（10％の住民参加費用を減額しないコス
トでの比較）。 
 方策の第２は、安い受注でも採算に合うべくつねに資機材購入・労
務・工法・マネージメントを検討し、改善して、厳密に原価を追及し、
コストダウンを図っている。 

 
 
 
注4） 労務請負業者に資機材・製品をPUSEが支給する。支給場所は町村の指定材料

置場である。 
注5） Mr. Gerald Brochuは「モデル建設の27教室同時着工は多すぎた。１教室だけで

よかった。」と反省した。同種の欠点補正・修理に多くの時間と費用がかかっ
たためである。 
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      c） ENDAは、小学校建設を直営とするか、または、地方の労務請負業
者に住民参加の条件で孫請けさせるかのいずれかを選択している。孫
請けさせる場合、ENDAはその請負業者に資機材を支給し、ENDAが住
民労働力の効率改善や技術力の向上、工程・品質管理に関与する。 
 住民による労務分担は、男性は土工・大工・鉄筋工・ブロック積み・
左官であり、女性は水運搬・骨材・材料運搬・清掃などである。 
鋼製建具・屋根等の金属加工・ペンキなどはENDAの直属工が担当す
る。方策の第３は、住民労働力の効率改善のため、住民による大工・
鉄筋・左官に対し、OJTを導入していることである。 

 
      d） 方策の第４は、つねに住民との対話に心がけ、よい工事環境を確保

するほか、設計改善のヒントを住民から得ることである。一例として、
住民から教室の床のコンクリート／モルタル面をタイルにしたいと
の要望があり、その後研究を重ねた結果、現地産のタイルで１教室当
たり300USドルで施工可能の見通しがついた。近々AGETIPにこのアイ
デア実現の申し入れをするつもりであるとのことである。 
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９ ドナーへのインタビュー内容 

 

  １．世界銀行 
     世界銀行のセネガルにおける小学校建設が本格的に始まったのは「教育４（Education４）」プロジェクト

（1987）からであった。これに続く人的資源計画２（PDRH２）では、小学校建設に関しては、計画の策定段

階からKfWと援助協調を行っている。現在、世銀が小学校建設で用いている教育省－AGETIP－NGOのアプロ

ーチは、長期にわたる試行錯誤の結果であるといえる〔本文５－２－２（１）BOX２（p.44）参照〕。 

   住民参加 

    当初は、資金提供を受益者に求めた。自治体でも、市の場合は資金提供も可能であっ

たが、農村共同体の場合には困難が伴い、工事の遅れの原因となった。その後の労力提

供による工事への参加も、サイトにより差があり、やはり、工期の遅れにつながった。

これらの経験から、実際の教室建設工事への参加から住民のオーナーショップの確立を

企図した「象徴的」参加（塀、トイレなどの建設）を取り入れている。 

   日本の協力への提言 

  ●建設コスト削減 

  ●都市部での住民参加促進手法の確立 

    日本のサイトは都市部に多く、農村部と異なり住民の結びつきも弱く、学校へのかか

わり方も消極的である。このような状況下での住民参加を促進するためには、①教育省・

IDENを通じて学校を活性化してPTA活動を促進する、②地方自治体から住民へ働きかけ

る、などが考えられる。 

   女子の就学促進 

    PDRH２では、啓蒙活動による女子の入学率向上をめざしている。また、トイレの設

置や学年末に成績優秀な女子の表彰などの措置も効果的である。しかし、最も重要なこ

とは、教室を増設し、女子の教育機会の拡大につなげることであろう。 

 

  ２．CIDA（カナダ） 
     カナダのセネガルへの協力は年間2000万USドルであり、その25％が基礎教育を中心とする教育分野へ配分

されている。初等教育プロジェクトはカナダのNGOによって実施されており、中央政府ではなく、IDENをカ

ウンターパートとしていることが特徴としてあげられる〔資料７(p.90)〕。予算的制約から、同プロジェクト

はサンルイ州で集中的に行われている。 

   住民参加と啓蒙活動 

    セネガルでは、学校や教育の重要性についての認識が低く、啓蒙活動を通じての意識

改革が重要となってくる。学校建設の際も啓蒙活動を十分に行い、住民参加の方法につ

いては住民側と十分に協議する。建設コストの15～20％が住民負担の目安となるが、そ

の形態も資金・物資の提供や労働奉仕などが考えられ、いずれの方法をとるにしても、

住民の学校に対するオーナーシップを高め、学校の管理・運営に巻き込むことを目的と

する。 
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  ３．UNICEF 
     現在、カントリープログラム（1997～2001年）を実施しており、初等教育分野では、「新しい学校プロジェ

クト（実生活に即した生産活動の導入など地域住民のニーズに合ったカリキュラムを持つ実験校の運営）」を

実施している。中央の教育省・IAと連携しつつ、各年次の行動計画はIDENとともに策定するなど地方重視の

姿勢がみられる。 

   住民参加 

    これまでの経験から、住民に資金提供を求めるのはつねに困難が伴い、オーナーシッ

プの確立の意味では、建設サイトや学校運営方法の決定に住民を参加させることの方が

より重要である。その際に、鍵となる組織はIDENであり、IDENの組織強化とともにその

日常の行動をサポートする（燃料費などのリカレントコストの支給する）ことが必要で

ある。 

 

  ４．UNESCO 
     計画策定能力の向上や教員待遇の見直しに関し、教育省に技術協力を行うと同時に、フォーマル・ノンフ

ォーマル基礎教育用リソースセンターのサヘル地域モデルを作成し、各ドナーに協力を呼びかけている。イ

ンタビューした専門家は、ギニア地方小学校建設計画に先立って派遣されたJICAプロジェクト形成調査団に

UNESCOアフリカ地方事務所から参団したことがある。 

   日本の協力への提言 

    ギニアの場合、日本の小学校建設サイトは農村部が中心であり、農村のようなインフ

ォーマルセクターの多い地域には、日本方式のフォーマルな協力（実施方法に柔軟さが

ない）は向かないと思われた。教室は、UNESCO規格で建設されたもののコストは高く、

農村部の現状を反映していないばかりか、「Too much」と言わざる得ない。日本の方式

は、広域対象の数多いサイトでの建設には適しておらず、ギニアでも、より日本向きの

教員養成校の建設を提言した。その意味で、セネガルにおけるダカールを中心とした都

市部の教室建設は日本方式でも対応でき、これからも日本は都市部での建設を積極的に

行っていくべきである。 

 今後は、より人口過密地に適合した建築様式（たとえば２階建て校舎）を取り入れて

いくことを提案する。あわせて、教材の提供など、教育の質に関わる援助も組み合わせ

るべきであろう。 

 

  ５．UNDP 
     現在、基礎教育分野の国連アフリカ特別イニシァティブ（UNISIA）実施の前段階として、セネガル政府の

同分野10年計画策定に協力している。また、ドナー間の調整を担う立場から、今後は世銀の教育セクター投

資計画へ賛同を各ドナーに呼びかけていくとしている。 

 

   日本の協力への提言 

    （日本の小学校建設についてはよく知らない様子であった。）限りある援助資源を考えれば、その合理的な

運用は避けられず、同じ目的（たとえば、初等教育の拡充など）を持つドナー間の協調がますます重要になっ

てくる。日本も例外ではなく、現在、ダカール州で行っている。小学校建設も、就学機会均などとアクセス拡

大の観点から、タンバクンダ州などの就学率の低い地域での展開を考えるべきではないのか。また、現在の地

方分権の動きをサポートする協力（地方自治体への直接協力）も視野に入れるべきである。 



－97－

10 NGOへのインタビュー内容 

 

  １．Aide et Action（フランス） 
     「教育・学校への支援を通じセネガルの総合的開発に貢献する」ことを目標とし、学校教育の拡大と学校

教育の質の向上に資するプロジェクトを実施している。ダカール・ティエス両州では、既存校で教室新設・

改修、校長室、トイレ、塀の建設、水場の設置、（学校管理費のを創出する目的で）牧畜・養鶏・菜園の整備

を行うと同時に、安価での教科書提供、教員研修、保健用の薬品供与など、学校の活動全般を支援している。

コルダ州では、公的教育機関のない場所にコミュニティースクールを設立し、大きな成果をあげている。 

   住民参加 

    啓蒙活動を行い、住民の能力に比べて、参加がリーズナブルなものであれば、住民は

あらゆる面での参加を受け入れる。 

   日本の協力について 

    日本の校舎を見たことがあるが、農村部では「天からの贈り物」のようにみえる。 

 

  ２．Fondation Paul Gerin Lajoie（カナダ） 
     カナダ政府の資金により、サンルイ州の３つのIDEN学区内で初等教育拡充に資する協力を行っている。学

校に関連する組織（IDEN・学校・PTA・コミュニティー）への支援を行う①教育支援プロジェクト（PAES）

と、教室建設を中心とした②教育支援緊急プロジェクト（PUSE）とを同時進行させることにより、教育の質・

量ともにカバーする包括的かつ効率的なアプローチをとる。IDENをカウンターパート機関とし、その能力ア

ップに貢献している〔資料８(p.94)〕。 

   住民参加 

    地域住民が学校の必要性を認識し、学校をいかに愛するかによって、住民参加の度合

いが決まる。まずは、地域住民の組織化のため、以下のことを行う。 

    ① 啓蒙活動を通じ、学校を欲するように住民の意識改革を行う 

    ② 住民みずからが組織をつくり、何らかの行動を起こせる状態にする 

    ③ 住民が学校に対し、「学校が必要としているもの」を供給する 

    教室建設のためには「何が必要か」を明確にし、そのなかで住民には「何ができるか」

をはっきり認識させる。住民が供給可能なものとしては、1）建設資材・資金、2）労働力、

3）地元企業家による建設への参加、が考えられる。住民が供給できないものをプロジェ

クトが提供する。 

 都市部での住民参加は難しく、IEC活動が非常に重要になってくる。以前は政府が教育

施設の維持管理を行っていたが、地方分権の流れで、これからは住民が負担しなければい

けない。そのため、参加の必要性を住民に根気よく説明し、理解してもらわなければなら

ない。 
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11 品質比較 

 

 ア 品質比較の基点 

  品質比較を採点によって表現する場合、基点が必要である。基点の品質レベルはＡクラス（良好）

とし、その内容を下記に部位別に示す。 

 

   a) 躯体工事およびブロック積み   基礎部工事が正しく施工され、ブロック積みの建入れがよ

く、楯・桁コンクリートが正しく配置され、構造クラッ

クがないこと。 

 

   b) 外部仕上げ 

    ・床コンクリート・階段 床コンクリート面が硬質でクラッセがなくコンクリート

表面仕上げ平滑なこと。 

 階段・床土間の角の線の通りがよいこと（型枠施工がよ

いことを示す）。 

    ・壁・モルタル塗り 外壁面が平滑で角の線が通っていること。 

    ・スタッコ仕上げ クラックがないこと（小クラックは除く）。 

 外壁色彩が均一であること。 

    ・屋根 耐候性があり、15年以上補償性能をもつこと。 

    ・扉 鋼製で枠・鉄板・形鋼ともに強度が十分な大きさであり、

加工取付けともによく、寸法精度がよいこと。 

 丁番・鍵の取付け状況が強固であること。 

 維持管理を考慮していること。 

    ・窓 鋼製で枠・鉄板・形鋼ともに強度が十分な大きさであり、 

 加工取付けともによく、寸法精度がよいこと。 

 ジャロジー開閉装置が適切かつ丈夫なこと。 

 換気・明かり取りに工夫がなされていること。 

 維持管理を考慮していること。 
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   c) 内部仕上げ 

    ・床コンクリート 床コンクリート面が硬質でクラックがなくコンクリート

表面が平滑なこと。 

    ・壁モルタル塗り、 壁面にクラック（小クラックを除く）がなく、壁面が平 

ペンキ仕上げ 滑であること。 

 良質なペンキが均一に塗られていること。 

    ・黒板 黒板モルタル塗り表面が平滑であること。 

 クラックがないこと。 

 日光吸収性のある黒板ペンキ（つや消し）を使用し均一

に仕上がっていること。 

    ・机・椅子 堅牢なつくりでボルトが緊結され、板材が取り外されな

い工夫をしていること。 

 

   d) 美観効果 見た目によい品質を思わせるように表現できていること。 

 

   e) 維持管理 維持管理機能が働いていること。 

 

  品質評価は部位別に下記により採点する。 

 

      ＡＡクラス： 勝れている 

      Ａクラス：  良好 

      Ｂクラス：  やや良好 

      Ｃクラス：  不良 
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 イ 品質比較表 

 
耐久性に力点を置いた品質   品質項目 

 
建設機関 

駆体の 
安全性 
 

床・階段 
仕上 

外壁 
仕上 

内部 
床仕上 

内部 
壁・黒板仕上 

扉・窓 
 

屋根 
 
維持管理 
 

美観効果 
 

日本 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ＡＡ ＡＡ Ｂ ＡＡ 

DCES 
 E.S.M.B. 
 E.S.C.I. 

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ａ Ｂ 

AGETIP 
 ENDA 
 E.K.S.B.S. 

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ａ Ａ Ａ 

CIDA 
 Foundation 

 Paul Gerin-Lajoie 

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ａ 

Aid Action Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ 

 

 ウ 品質比較の説明 

  本項では耐久性品質に力点を置いた品質の観点から考察し、品質比較表の採点経緯を説明する。 

 

 （ア）駆体の安全性： 

   セネガルの小学校標準タイプはUCPが４種類を示している。このうち、他の援助機関の使用タイ

プは２種類である。今回、その２種類の小学校について構造設計図をチェックしたが、基礎コンク

リート・壁コンクリートブロック・壁補強柱・桁・胴つなぎなど、鉄筋入りコンクリートの断面・

配置ともに適切と思われた。 

 AGETIPのエンジニアの説明によれば、標準タイプ小学校はセネガルの建築基準法・品質基準を

クリアしているとのことである。 

 施工品質に関しては、AGETIP・ENDAのエンジニア注）との質疑応答から下記のことがわかった。 

  ・コンクリート打設前に配筋検査があり、指摘箇所を修正してコンクリートを打設する。 

  ・コンクリートテストピースによる圧縮強度試験・鉄筋引張試験を行う。 

  ・コンクリートブロック１日の施工は４段積み以下とする。 

  ・壁仕上げ前、または適時、コンクリートブロックに散水養生する。 

  ・政府が保険会社に保険料（工事費の１％）を支払い、保険会社が建物の主体部分（仕上げを除く）

に竣工後10年間保証する。竣工検査時、AGETIPの他に保険会社の検査員も参加し、検査は厳重
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に行われる。 

 

   注）AGETIP ： Director Technic Mr. Ibrahima NDIAYE, 

Chief of Project Mr. Moussa DIARRA, 同 Lo Baye Samba 

     ENDA ： Chief Engineer 

 

   また、今回調査の建物観察により、不同沈下や致命的・重欠陥を示す構造クラックなどが発見さ

れなかったことから、セネガルにおける他の援助機関による小学校建設は設計・施工面とも、躯体

安全性の必要要件は満たされていると判断した。 

 日本供与小学校の駆体安全性の必要要件は、当然のことであるが満たされている。 

 

 （イ）床・階段のコンクリート： 

   セネガル側建物の床面コンクリートの地形は、AGETIP・ENDAのエンジニアによれば、砂利敷厚

さ10～15cmを原地盤の砂とともに水締め後、平滑にならして配筋・コンクリート打設するとのこと

であった。 

 日本側は以上の地形のほか、さらにポリエチレンシートをその上に敷いてコンクリート打設時の

脱水を防いでいる。建家観察時、これらの両者の差は床仕上面に表れていた。すなわち、日本側は

セナントペースト有効使用により平滑に仕上がり、セネガル側の床面は一部に不ろくがみられた。

しかし、これらの現象を耐久性品質からみれば、セネガル側に（壁と床の接点観察などにより）床

面沈下の跡がないことから、重欠陥はないと判断する。結論として、床・階段の耐久性品質につい

ては、日本側をＡ、セネガル側をＢと採点した。 

 

 （ウ）内外部モルタル塗りについて： 

   セネガル側建物のモルタル塗り仕上げは、日本側に比べて仕上面平滑度が劣る。しかし、耐久性

品質からみれば、仕上モルタルが壁から剥離せず、クラック／浮きが少ないことが肝要である。セ

ネガル側の建物表面たたき試験を行って、それらは問題ないことを確認した。したがって、耐久性

品質の必要要件は日本側とほぼ互角と判断したが、採点は日本側をＡ、セネガル側はＢとした。一

方、UCP系とAGETIP-Aid Actionはモルタル面の不ろく部分が多いため採点評価をＣとしたが、表

面たたき試験では仕上げやコンクリート間肌離れなどの問題はなかった。 
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 （エ）鋼製扉・窓： 

   日本側建物の鋼製ジャロジー窓の羽根および扉の鋼板は、厚さ1.6mmで鋼製建具の製作精度もよ

く堅固である。 

 セネガル側の使用鋼板の厚さは1.2mmで、日本側と比較すれば全体的に華奢につくられている。

材厚1.6mmと1.2mmの差0.4mmは耐用年数でみれば何年の差になるかを計算し、約７年注）が求められた

 

    注）日本建築学会の文献から、空気清浄／海外至近の条件で年間約0.06mm錆が進行するもの

としての計算である。この種の仮定条件は不確実を含むために、本数値はあくまでも目安

とする。 

 

   耐久性品質は、日本側の鋼製建具は堅固で、人為的破壊に抵抗力があることも考慮してＡＡとし、

セネガル側はＣとした。 

 

 （オ）屋根： 

   金属板屋根に関しては、日本およびセネガル側のUCP系、AGETIP系のENDA・E.K.S.B.S.がとも

に高耐食性溶融アルミ亜鉛合金メッキ鋼板（亜鉛43％／アルミ55％／シリコン1.6％）を使用して

いる。ただし、日本側建物の鋼板厚さは0.88mmメッキ量180g/m2の折板構造屋根であり、セネガル

側は厚さ0.45mmメッキ量150g/m2の成型屋根（1.8m間隔鋼製母屋）である。 

 一方、Aide et Action と Fondation Paul Gerin Lajoieはファイバー入り大波板を使用し、木製小屋

組である。 

 日本の金属屋根板が厚いのは小屋構造を兼ねているからである。したがって、両者の屋根耐久性

比較は、もっぱらメッキ厚みの差、片面について180g/m2と150g/m2の差30g/m2÷２＝15g/m2にある。 

 わが国で同様のメッキ鋼板を製作している大同鋼板の資料から、年平均２g/m2が１年当たりのメ

ッキ効果消失量であることから、15g/２g＝7.5年、すなわち、日本のほうが7.5年寿命が長いと算

出された。ただし、この計算も仮定条件に不確実性を含むためにあくまで目安とする。 

 Aide et ActionとFondation Paul Gerin Lajoieが使用しているファイバー入り大波板はカタログによ

れば15年保証である。材料寿命の点は問題ないと思われるが、今回の調査では、Aide Action・CIDA

両者の屋根と壁の取合い部施工に不確実性がある注）と判断して、耐久性品質をＣとした。 

    注）屋根材料がパラペットの壁に対して「突込み」と称する漏水を誘発する納まりとなっている。 
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   ただし、AGETIPエンジニアによれば、セネガルでは、すべてこの納まりであるが漏水したこと

はないとのことであるが、本件は今後とも検証が必要である。 

 以上、日本・セネガル双方の小学校建設の耐久性品質比較考察結果をまとめれば、次のことがい

えよう。 

 躯体安全性・床構造・モルタル塗り仕上げに関してはセネガルのAGETIP系ENDA・E.K.S.B.S.お

よびFondation Paul Gerin Lajoieは日本とほぼ互角である。セネガルのUCP系／AGETIP系Aide et 

Actionは１割程度（目安として）耐久性が劣るものと考える。 

 鋼製建具は、維持管理が同条件であれば、日本側のほうが７年程度寿命が長い。 

 屋根はセネガルのUCP系／AGETIP系ENDA・E.K.S.B.S.のものに比較して、日本のほうが７年寿

命が長い。 

 なおセネガルの屋根カタログによれば、メッキ量は150g/m2使用のもので10年保証である。 

 Aide et ActionおよびFondation Paul Gerin Lajoieの屋根は、漏水対策を維持管理項目に加える必要

がある。 

 維持管理については、今回調査した日本供与小学校のうち、海岸に近い地区で鋼製扉・窓などに

塩害とみられる錆の発生が見られ、一方では、同条件の地区で生徒の水洗い励行によって、錆発生

が押さえられていた例があった。 

 しかしながら、日本供与の小学校では現在維持管理の機能が不十分である。したがって採点はＢ

とした。 
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12 教育行政担当者へのインタビュー 

 

 １．国民教育省 

  1) 計画・教育改革局 局長 

  日本の協力の効果 

   1990年代に入り、構造調整政策の影響を受け、新規採用教員数の制限など、セネガルは、初等教育拡充に

際し大きな問題に直面した。1992年より、日本の教室建設が始まり、また、他ドナーによる施設建設も開始

され、就学率の低下に歯止めがかかった。95－97年の２年間では、就学率は約５％の伸び（54→59％）を記

録し、他ドナーと並び日本の教室建設がセネガルの初等教育に与えた量的なインパクトは大きい。質の面で

も、日本の教室は学習環境の改善に大きく寄与しており、教師、生徒、父兄の評価も高い。 

 日本の対象州のダカール、テイエス州は人口増加率も多く、教室建設の需要も高いので、今後とも両州に

おける教室建設に貢献してほしい。 

  日本の教室建設の利点と欠点について 

  ＜利点＞ 建設の工期に遅れがない 

        堅固さ、質の面で、日本の教室は他のドナーの教室を凌駕している 

  ＜弱点＞ 他のドナーと比較すると教室建設コストが高い（日本の教室１教室で他のドナーの２教室分？ ） 

   セネガルには地震もなく、建築物にも日本並みの強度は必要ない。セネガルの規格を満たしていれば、建

物としては問題がないことから、今一度、設計の検討を願いたい。 

  住民参加 

   他のドナー（特に世界銀行）は、実施に際し複雑な過程を要求し、特に住民参加（建設コストの10％負担

→労働による建築への参加）など、セネガル国民の経済状況を考えた場合、その実現にかなりの困難が予想

される過程を伴うので、工期の遅れなどの原因となっている。 

  教室の新設に際する教員と教材の配置について 

   新規の教員採用については、養成校の卒業者500人に1200人のボランティア教員を加え、毎年1700人を増

員しており、問題はない。特に、「ボランティア教員制度」については、世界銀行主催の地域７か国による

「初等教員調整」ミーティングでも紹介され、現在注目されている。教材についても、教材制作プロジェク

トで（人的資源開発計画２一環で行われている教科書制作・再版プロジェクトのことか？）すべての学科を

カバーしている。 

 

  2) 就学前・初等教育局 局長 

  日本の協力について 

   日本の協力で建設された建物の質は大変によいものであるが、コストも高くなっている。ここでいう「建

物の質」とは、快適さ、安全性、機能性、耐久性で、日本の教室はこれらの要素を満たしている。 
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  住民参加 

   世界銀行、KfWが採用した資金負担形式の住民参加方式には問題があった。住民の多くは、経済的に厳し

い状態に置かれており、資金の提供には困難が伴う。労働力の提供では、住民による水などの運搬が行われ

たが、これも工期を遅らせる原因となった。住民参加に先立ち、住民への啓蒙活動が必要となるが、それに

は資金も時間もかかり、啓蒙活動に要する金額が住民から集まる資金を上回ることもある。 

 日本が採用した塀など付帯施設建設による住民参加方式は、評価できる。今後も、塀・トイレに加え校庭

での植林などの形態で住民参加促進を願う。 

  教室の維持管理 

   「教育４」プロジェクトで、世界銀行は維持管理のための工具とマニュアルを住民に配布したが、教室の

維持管理については、住民よりも教員と児童が責任を持つべきである。日常の掃除さえもきっちりと行われ

ていないのが現状である。 

  教員の配置 

   日本の協力対象州ダカール、ティエス両州には教員有資格者が過剰におり、行政職や中・高で事務職につ

いている。100教室あたりの教員数は、両州では118人なのに対し、サンルイなど他州では101人にすぎない。 

 

  3) プロジェクト調整室 局長 

   ● 日本の積極的な小学校建設協力によってセネガルの教育環境は非常に改善されたことをまず感謝したい。 

   ● 日本の小学校建設のコストは高い品質がよい。私は建物のコストをコスト＋品質すなわちＣ＋Ｑと考えて

いる。Ｑがよいと長期的にみれば結局はコストが安くなる。しかもよい環境で長期間使用する間に先生、

生徒の品性が向上する。 

   ● 日本の小学校建設がセネガルの建設技術と品質向上に役立っている。 

   ● 援助機関同志の情報交換が今後とも必要である。お互いにフランクにより緊密にデータを交換できるよう

に持っていきたい。 

   ● 住民参加を将来日本がどう考えるかは、オプションである。日本が住民参加を考える場合でも10％が限度

と思う。 

 

  4) 総務機材局 局長 

   ● 日本が建設した学校への私の意見は、一般の人々が評価すると同じく「美があり品質もよい」。われわれ

はセネガルの小学校増設への日本の協力を感謝する。教育は非常に大切だ、なぜなら国民は非常に若いか

らだ。 

   ● 日本の学校建設コストは高いが、しかし私はオプションと思う、なぜなら品質がよければコストも高いか

らだ。しかしコスト配分については便所・壁注）などへの再考慮を要す。 

注）塀ブロックのこと 
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   ● 建設工事への住民参加は大切とは思うが都会と田舎のバランスを考えること。もし生徒の数が1,500人い

るとすれば各自の分担金の合計は重要だ。しかし田舎は人数が少ないから分担金総額が少ない。もう一つ

の住民参加で考慮すべき点は、参加への戦略を練ることだ。健康問題、環境、教育問題、などのうち、住

民が本当に関心を示すものに、住民は、より貢献するだろう。だから彼らの現実の姿をよくみることが大

切だと思う。 

 

  5) 学校建設機材部 局長 

   ● 日本の学校建設は、1993年から1997年にかけて698教室つくったがいずれもきれいに仕上がり品質もよい。

これらの建設した学校によってセネガルの小学校就学率向上へ貢献していることを高く評価する。 

   ● 「日本の学校建設は品質は良いがコストは大変に高い。コストの高い原因をレビューすべきだ。私はかつ

て、1993年建設の時日本のエンジニアに、基礎の深さが60cmもありフーチングの幅もこのくらいある（60cm

程度を示す）が深さは20cmで十分、幅も縮めるようにいったことがある。それには桁が大きすぎるので、

鉄筋コンクリートの柱でなくともよいといったところ、日本のエンジニアは小さい地震への対策も考える

必要があるとのことであった。地震はこの国には起こらないから考えなくともよい。」 

   ● 「日本のコンサルタントもゼネコンも大変値段が高い。日本の１クラス建設分でわれわれは２クラス出来

るかまたは、便所や塀、壁がつくれる。」 

   ● 「日本の建設業者はCDEの様なセネガルの大建設業者を下につけている。この業者のコストは高い。小さ

な業者で十分だ。」 

   ● 「建設工事への住民参加はオプションである。維持管理への住民参加は特に重要とDCESは考えている。

WBは以前25％住民負担を主張したがこれは現実的ではなかった。最近のWBは金を出すだけで何をつくろ

うとこだわらなくなった。」 

 

  6) 学校建設機材部 学校建設技術主管 

   ● DCESは住民参加を望まない。その理由は、世界銀行は当初住民参加率を25％であったが成功せず現在10％

としているが、目下、率については再考慮中のようである。現実には10％は守られていない。住民のシビ

アな現実を直視すれば５％でも負担が大きすぎる。実際に現場に行ってみると、住民の働きが未意味な時

もある。たとえば“雨期の塀建設などだ”。世界銀行は住民参加の方向をフェンス、樹木、クリーニングな

どに切り換えているが、よいことだ。日本の一式請負は成功している。DCESも今後とも一式請負の方式を

堅持する。 

   ● セネガルは海に近く北風の影響を受けるから建物の錆発生の被害は大きい。DCESは目下標準設計に木製建

具の採用を検討中である。錆対策への結論は、もし鉄製の建具ならば毎年１回ペンキをを塗ること。それ

が実行できなければ木製とすること。 

   ● 金属屋根を使用して天井のない建物は暑い。特に乾期は問題だ。天井は付けるべきである。 



－107－

   ● 日本の建設した学校は美しい。しかしコストは高い。 

 

 ２．IDEN 

  1) ダカールバンリュウ 

   同学区は、ダカール市内と農村部からとの２方向よりの人口流入があり、人口増加が激しい。全国に先駆けて、学校

管理委員会の上部組織、県管理委員会を設立し、各校の管理運営状態を組織的にスーパーバイズしている。その活動資金

には、PTAが学校へ支払う分担金の一部があてられている。教員、校長向けの研修も積極的に実施しており、学区内の校

長、教師からの評判も高い。 

  日本の協力の効果 

   PTAの建てた校舎と比較し、収容能力も大きく、採光などの学習環境、安全性も飛躍的に改善された。し

たがって、IDEN内でどの学校を日本のサイトにするか、建設後は学校内でどのクラスが日本の校舎を使用す

るかで、激しい争奪戦が起こる。過密授業で周辺の児童が入学を避ける学校に、日本の校舎を建てたところ、

生徒が戻ってきたという事例が報告されている。また、当IDENは、州内で最も日本の教室が多く、州内で最

も修了試験の合格率が高い、そして、公立校でも合格率の高い学校はほとんどすべて日本の教室を持ってお

り、これは「日本の教室効果」ではないかと思われる。 

  住民参加 

   PTAによる112教室建設の実績があり、住民は参加に慣れている。日本の第２ファーズ実施前にも、教育省

からIDENに「住民参加による塀、トイレ建設についてPTAと交渉せよ」と通達があり、対象校の校長を集め、

校長からPTAにその趣旨を徹底させた。結果は、塀は全校でトイレは１校を除き全校で、PTAにより建設さ

れた。 

  日本の協力への提言 

   ● 人口増加が激しい地区であるので、敷地があれば建替えよりも増設を望む 

   ● 海に近い自然条件を考慮し、ドアや窓部分は金属よりも木のほうが適当である 

   ● 二部制授業を行っている学校が多く、早朝、夕方は教室内が暗いため（特に、11月～１月）、電気敷設の

必要性が高い（電気代は、PTAが支払い可能）。 

 

  2) ゲジャウエイ 

   日本の協力対象校、NGO (Aide & Action) の協力対象校が混在する地区 

  日本の協力について 

   ● 既存の校舎と差がありすぎるため、日本の校舎の割り当てが非常に難しい。残念ながら、日本あるいはNGO

の協力は、学校間の格差の拡大、差別化につながっている面もある。たとえば、第１学年への登録は、登

録開始日から先着順で行うが、NGOの協力校では開始日の午後には定員が満たされるのに対し、近隣の援

助のない学校は１週間過ぎても定員が満たされず募集を続けているといった具合だ。 
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   ● 経済状態の厳しい地区に建つ日本の教室は、「地獄の中の天国」という印象を与え、あまりにも地域の現

状とかけ離れている。 

   ● 現場サイドからは、特に、日本とNGOのアプローチの違いからくる問題を聞いたことはない。 

  日本の協力への提言 

   日本の教室の黒板は緑に塗られているが、光の反射を防ぐために黒にしたほうがよい。 

 

  3) リュフィスク２ 

   ダカール州で唯一、農村部を持つ学区（約 ％が農村人口）。日本の協力対象校、NGO (Aide & Action)の協力対象校が

同一学区内にある。 

  日本の協力について 

   ● 日本の教室は、Aide & Actionのものと比べて、コストの面で４倍高いと聞いている。 

   ● 日本の教室１教室当たりに、27セットの２人掛け用机－イスが供与されるが、１組を３人掛けにし、余っ

たセットを同じ学校内の他の教室で用いている。日本側は、机－椅子の移動を禁じているが、日本の教室以

外の教室での備品不足は深刻であり、「現実的対応」を行っている。 
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